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第１章 調査研究の概要 

第１節 調査研究の目的 

自動運転技術は、将来における我が国の交通事故の削減や渋滞の緩和等に不可欠なも

のと考えられるところ、近年、国内外において完全自動運転を視野に入れた技術開発が

急速に進展している。 

我が国では、「日本再興戦略」改訂 2015（平成 27 年６月 30 日閣議決定）において、

「道路交通法等を含め、事故時の責任関係のほか、運転者の義務等の在り方についても、

公道実証実験により得られたデータも踏まえつつ、我が国として引き続き十分な検討を

進め、完全自動走行の早期の実現を目指す」という方針を掲げ、「改革 2020」プロジェ

クトとして、複数の車両を電子連結させる技術を活用した隊列走行及びラストワンマイ

ル自動走行の実現に向けた検討を進めることとしている。 

これらの実現に当たっては、電子連結や遠隔操作といった新たな技術の現行制度上の

取扱いや交通管理上の安全確保措置に関する検討課題が山積しているところ、「官民

ITS 構想・ロードマップ 2017」（平成 29 年５月 30 日高度情報通信ネットワーク社会推

進戦略本部・官民データ活用推進戦略会議決定）においては、「高度自動運転の実走行

を可能とするためには、「ドライバーによる運転」を前提としたこれまでの交通関連法

規について、「システムによる運転」を可能とする制度を組み込むべく1、全面的な見直

しが必要」であり、「2017 年度中を目途に、高度自動運転実現に向けた政府全体の制度

整備に係る方針（大綱）をまとめる」こととされ、高度自動運転に係る制度整備に係る

検討項目のイメージとして、交通ルール等の在り方が挙げられており、また、トラック

の隊列走行について、「2017 年度から、車間距離に関連した事項に係る検討等を踏まえ

つつ、（略）後続車両有人の２台隊列走行による公道実証実験を開始し、社会受容性等

を確認した上で、2018 年度からは、後続無人隊列システムの公道実証実験を開始する」

こととされている。 

そこで、道路交通法（昭和 35 年法律第 105 号）を所管する警察庁においては、交通

の安全と円滑を図る観点から、技術開発の方向性に即した自動運転の段階的実現に向け

た環境の整備を図ることを目的として、 

○ SAE2レベル３以上の自動運転システムの実用化を念頭に入れた交通法規等の在

り方に関する各種調査・検討 

○ 隊列走行の実現に向けた各種調査・検討 

を行うこととした。 

なお、調査研究における自動運転レベルの定義としては、「官民 ITS 構想・ロードマ

ップ 2017」においても採用されている SAE International の J3016（2016 年９月）の定

義を採用することとし、その他の用語については、「官民 ITS 構想・ロードマップ 2017」

における、次に示す定義等によることとした。 

                                                        
1 「ドライバーによる運転」や「システムによる運転」とは、SAE J3016 でいう「ドライバーによる運転タスクの実

行」や「システムによる運転タスクの実行」を意味する。 
2 Society of Automotive Engineers の略 
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～「官民 ITS 構想・ロードマップ 2017」における自動運転システムの定義等（抜粋3）～ 

＜自動運転レベルの定義＞ 

本構想・ロードマップ2017においては、自動運転レベルの定義として、SAE International

の J3016（2016 年９月）の定義を採用する。したがって、詳細は同定義を参照することにな

るが、その概要は、表１のとおりである。 

なお、本構想・ロードマップ 2017 では、SAE レベル３以上の自動運転システムを「高度自

動運転システム」4、また、SAE レベル４、５の自動運転システムを「完全自動運転システ

ム」と呼ぶ。 

【表１】自動運転レベルの定義（J3016）の概要5 

レベル 概要 安全運転に係る

監視、対応主体 

運転者が全てあるいは一部の運転タスクを実施  

SAE レベル０ 

運転自動化なし 

・運転者が全ての運転タスクを実施 運転者 

SAE レベル１ 

運転支援  

・システムが前後・左右のいずれかの車両制御に係る運

転タスクのサブタスクを実施 

運転者 

SAE レベル２ 

部分運転自動化 

・システムが前後・左右の両方の車両制御に係る運転タ

スクのサブタスクを実施 

運転者 

自動運転システムが全ての運転タスクを実施  

SAE レベル３ 

条件付運転自動化 

・システムが全ての運転タスクを実施（限定領域内※） 

・作動継続が困難な場合の運転者は、システムの介入要

求等に対して、適切に応答することが期待される 

システム 
(作動継続が困難

な場合は運転者) 

SAE レベル４ 

高度運転自動化 

・システムが全ての運転タスクを実施（限定領域内※） 

・作動継続が困難な場合、利用者が応答することは期待

されない 

システム 

SAE レベル５ 

完全運転自動化 

・システムが全ての運転タスクを実施（限定領域内※で

はない） 

・作動継続が困難な場合、利用者6が応答することは期

待されない 

システム 

（注１）ここでの「領域」は、必ずしも地理的な領域に限らず、環境、交通状況、速度、時

間的な条件などを含む。（なお、J3016（2016）における関連用語の定義は、以下のとおり

（仮訳）） 

語句 定義 

運転タスク（DDT：

Dynamic Driving 

Task） 

・道路交通において、車両を操縦するために必要な全てのリアルタ

イムの運転の又は戦術的な機能であり、行程のスケジューリン

グ、行先や経路の選択などの戦略的機能を除く。 

・具体的には、左右方向の動き（ハンドル）、前後方向の動き（加

速、減速）、運転環境の監視、機動プラニング、被視認性の強化

（ライトなど）などを含むが、限られない。 

                                                        
3 抜粋に当たり、表番号、注釈、表の縦横比率等に変更を加えている。 
4 米国 NHTSA の Federal Automated Vehicle Policy（2016 年９月）では、SAE レベル３以上を「高度自動運転車

（HAV）」と呼んでいる。なお、J3016 では、「自動運転システム（Automated Driving System：ADS）」とは、SAE レベ

ル３以上のものを指すとしているが、本構想・ロードマップ 2017 では、「自動運転システム」を、運転自動化

（Driving Automation）に係るシステムの一般的用語として使用する。 
5 SAE International J3016 (2016)“Taxonomy and Definitions for Terms Related to Driving Automation 

Systems for On-Road Motor Vehicle”. 
6 SAE International J3016 (2016) における“User”の訳。ただし運転者を含む。 
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監視・対応 

（OEDR：Object and 

Event Detection 

and Response） 

・運転タスク（DDT）のサブタスクであり、運転環境の監視（対象

物・事象の検知、認知、分類と、必要となる反応への用意）とそ

れらの対象物・事象に対する適切な反応の実行を含む。 

限定領域（ODD：

Operational Design 

Domain） 

・当該運転自動化システムが機能すべく設計されている特有の条

件。運転モードを含むが、これに限らない。 
注１：ODD には、地理、道路、環境、交通状況、速度や一時的な限界を含む。 

注２：ODD には、一つあるいは複数の運転モードを含む（高速道路、低速交通など） 

 

＜遠隔型自動運転システム＞ 

 また、J3016（2016）においては、自動運転システムについて、当該システムの車両内に利

用者（ドライバーに相当する者を含む。以下同じ）が存在する自動運転システムと、当該車

両外に利用者が存在し、その者の遠隔監視・操作等に基づく自動運転システムに分けられる

としている。 

 このうち、後者の「当該車両外に利用者が存在する運転自動化システム」 を、本構想・ロ

ードマップ 2017 では、「遠隔型自動運転システム」とし、この遠隔型自動運転システムを活

用した移動サービスを「無人自動運転移動サービス」と呼ぶこととする。 

【図１】自動運転における「利用者」の役割（J3016 より作成） 

 

 

＜具体的な自動運転システムの定義＞  

【表２】具体的な自動運転システム等とその概要 

システム名 概要 該当するレベル 

「準自動パイロット」 ・ 高速道路での自動運転モード機能（入口

ランプウェイから出口ランプウェイま

で。合流、車線変更、車線・車間維持、

分流など）を有するシステム。 

・ 自動運転モード中もドライバーが安全運

転に係る監視・対応を行う主体となる

が、走行状況等について、システムから

の通知機能あり。 

SAE レベル２ 

「自動パイロット」 ・ 高速道路等一定条件下での自動運転モー

ド機能を有するシステム。  

・ 自動運転モード中はシステムが全ての運

転タスクを実施するが、システムからの

要請に応じ、ドライバーが対応。 

SAE レベル３ 
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＜自動運転システムの市場化・サービス実現期待時期＞ 

【表３】自動運転システムの市場化・サービス実現期待時期※１ 

 レベル 実現が見込まれる技術（例） 市場化等期待時期 

自動運転技術の高度化 

 自家用 

 

SAE レベル２ 「準自動パイロット」 2020 年まで 

SAE レベル３ 「自動パイロット」 2020 年目途※３ 

SAE レベル４ 高速道路での完全自動運転 2025 年目途※３ 

物流 

サービス 

 

SAE レベル２以上 高速道路でのトラックの隊列走

行 

2022 年以降 

SAE レベル４ 高速道路でのトラックの完全自

動運転 

2025 年以降※３ 

移動 

サービス 

SAE レベル４※２ 限定地域での無人自動運転移動

サービス 

2020 年まで 

運転支援技術の高度化 

 自家用  高度安全運転支援システム（仮

称） 

(2020 年代前半) 

今後の検討内容による 

（※１）遠隔型自動運転システム及び SAE レベル３以上の技術については、その市場化等期待時期において、道路交通に

関する条約との整合性等が前提となる。また、市場化等期待時期については、今後、海外等における自動運転システム

の開発動向を含む国内外の産業・技術動向を踏まえて、見直しをするものとする。 

（※２）無人自動運転移動サービスはその定義上 SAE レベル０～５が存在するものの、SAE レベル４の無人自動運転移動

サービスが 2020 年までに市場化されることを期待するとの意。 

（※３）民間企業による市場化が可能となるよう、政府が目指すべき努力目標の時期として設定。 

 

＜高速道路での高度・完全自動運転＞ 

2020 年までの準自動パイロットの実現を踏まえて、その後、2020 年目途に自動パイロット、

また、2025 年目途に高速道路での完全自動運転システム（SAE レベル４）の市場化を見込む。 

高速道路での完全自動運転システム（SAEレベル４）としては、高速道路の入口から出口ま

で完全自動運転が可能であり、ドライバーは必要に応じ自ら運転することも、システムに運

転を任せることも可能であり、運転自動化システムが機能すべく設計されている特有の条件

である限定領域（ODD）から外れる状況や異常時などにおいて自動的に路肩で停止するなど

（「リスク最少化移行技術」等）の対応を行うことになる。なお、高速道路での自動運転シス

テム（SAEレベル３）の実現に当たっては、システムによる介入要求時における安全性確保の

在り方等が課題であり、今後、産業界における技術開発・実用化を巡る動向を踏まえつつ、

必要に応じ、SAE レベル３及び４の市場化時期を見直すこととする。 

  これらを実現するため、制度面では、自動運転と道路交通に関する条約との整合性等に関

する国際的議論の推移やその整合性を図るための措置等を踏まえることを前提に、2020 年頃

までに高度自動運転システムに係る走行環境の整備を図るとともに、技術面では「リスク最

少化移行技術」等の確立を図るものする（「５．」参照）。また、高速道路上の分合流部等の複

雑な交通環境で自動運転を支援するため、道路側から情報提供を行うなど、新たな路車協調

システムのあり方について検討を行う。 
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【図２】高速道路での隊列走行実現に向けた工程表（概要）

2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度以降 

 

 

 

 

 

 

     

 

＜制度整備＞ 

技術・実証成果・運用ルール等に応じた 

インフラ面等の事業環境検討 

後続有人 

実証実験 

（CACC） 

後続無人隊列システム

実証実験 

（当初は後続有人） 

 

走行距離、走行可能

範囲の拡大 

 

必要に応じて、インフラ面等 

の事業環境の整備 

電子牽引の要件等 

後
続
無
人
隊
列
走
行
の

実
現
（
新
東
名
（
一
部
）） 

後
続
無
人
隊
列
走
行
の 

事
業
化
（
東
京
ー
大
阪
間
） 

車間距離 
関連事項 

＜インフラ整備＞ 

  

【図３】SAE レベル４の無人自動運転移動サービス実現・普及に向けた工程表（概要） 

 

2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021～24 年度 2025 年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

「制度整備大綱」取りまとめ 

 

限定地域無人自動運転

移動サービスのうち L4

の全国展開対象範囲、

サービス内容等の拡充 

専用空間の要件等 

 

限
定
地
域
で
の
レ
ベ
ル
４
の 

無
人
自
動
運
転
移
動
サ
ー
ビ
ス
の
実
現 

全
国
各
地
域
で
の
レ
ベ
ル
４
の 

無
人
自
動
運
転
移
動
サ
ー
ビ
ス
の
実
現 制度詳細検討 

 

【表４】無人自動運転移動サービスのイメージ 

2020 年までに実用化を目指す SAE レベル４の限定地域における無人自動運転移動サービ

スとしては、例えば以下のものが想定される（但しこれに限らない）。 

 サービスが提供されるエリアは、過疎地等の比較的交通量が少なく見通しの良いエ

リア、市街地でも歩行者・二輪車などの突然の飛び出しが発生しにくいエリア、或

いは、大学構内や空港施設内等であって比較的走行環境が単純なエリアなど。 

 時速は 10～30km など低速であり、予め定められた特定のルートのみで運行する。 

 搭乗可能な乗客は少人数であり、特定の場所にて乗降する。 

 運行は天候条件の良い日中に限定し、夜間や、降雨時・降雪時などの悪天候では運

行しない。 

 運行状況はサービスを提供する民間事業者等により監視されており、運行中の車両

の走行環境が限定領域（ODD）を超える又は超えそうな場合には、車両は速やかに運

行を中止する。その後、遠隔のドライバーにより限定的な運行が行われるか、又は

車両にサービス提供者等が駆けつける等して、必要な処置を行う。 

 ドライバーではないが、乗客に対する補助的なサービス等（乗降の補助など）を行

う者が常に乗車し、自動運転システムでは対応できない事態に備える場合もある。 

など 
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＜大綱における具体的検討項目（イメージ）＞ 

【表５】高度自動運転に係る制度整備に係る検討項目（イメージ） 

＜①自動運転車両・システム等の特定＞ 

 高度自動運転システムの定義と特定 

 高度自動運転システムの管理主体（システム運用者等）の特定 など 

＜②安全基準の在り方＞ 

 高度自動運転システムの国際基準の獲得を目指した検討 

 車両として安全を確保するために必要な技術的要件の考え方 

 車両の性能に応じた走行可能な条件の考え方 など 

＜③交通ルール等の在り方＞ 

 「システムによる運転」における交通ルール等の在り方 

 システム運用者等の要件・義務の在り方 

 製造事業者、システム運用者による消費者教育、説明義務の在り方 など 

＜④事故時等における責任関係＞ 

 自賠法に係る今後の在り方 

 上記を踏まえたその他の民事責任の在り方（製造物責任7の考え方の適用を含む） 

 刑事上の責任に係る論点整理 

 原因究明体制の整備の必要性 など 
 

  

                                                        
7 製造物責任に関する論点として、例えば法律の専門家からは下記の意見が出ている。 

・車両に内蔵されたソフトウェアや外部から通信で提供される情報の瑕疵を製造物責任とするか。 

 ・ユーザーや損害保険会社が自動走行車の欠陥を証明できるか。 

 ・自動走行車の「当該製造物を引き渡した時期」をどのように考えるか。 
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第２節 調査検討委員会の設置 

１ 設置目的 

調査研究に当たり、調査方法及び調査内容の企画、実施及び検討、調査結果の

分析、課題の検討等を行うため、「技術開発の方向性に即した自動運転の段階的実

現に向けた調査検討委員会」（以下「調査検討委員会」という。）を設置した。 

 

２ 委員等 

 調査検討委員会の委員等は、次のとおりである。 

 

【委員長】 

藤原 靜雄 中央大学大学院法務研究科教授 

【委員】 

稲垣 敏之 筑波大学副学長・理事 

今井 猛嘉 法政大学大学院法務研究科教授 

岩貞 るみこ 自動車ジャーナリスト 

大久保惠美子 公益社団法人被害者支援都民センター理事 

小川 博    一般社団法人日本自動車工業会大型車技術企画検討会主査 

木村 光江 首都大学東京法科大学院教授 

須田 義大 東京大学生産技術研究所次世代モビリティ研究センター長・教授 

横山 利夫 一般社団法人日本自動車工業会自動運転検討会主査 

櫻澤 健一 警察庁交通局交通企画課長 

佐野 裕子 警察庁長官官房参事官（高度道路交通政策担当） 

杉  俊弘   警察庁交通局交通企画課自動運転企画室長 

栁川 浩介 警察庁交通局交通企画課理事官 

佐藤 和義 警察庁交通局交通企画課課長補佐 

辻  陽子   警察庁交通局交通指導課課長補佐 

林  和宏 警察庁交通局交通規制課課長補佐 

高野 磨央 警察庁交通局運転免許課課長補佐 

【オブザーバー】 

八山 幸司   内閣官房情報通信技術（IT）総合戦略室参事官 

伊沢 好広   内閣府政策統括官（科学技術・イノベーション担当）付企画官 

中里  学   総務省総合通信基盤局電波部移動通信課新世代移動通信システム推進室長 

是木  誠   法務省刑事局刑事課参事官 

垣見 直彦   経済産業省製造産業局自動車課 ITS・自動走行推進室長 

西尾  崇   国土交通省道路局道路交通管理課高度道路交通システム（ITS）推進室長 

佐橋 真人   国土交通省自動車局技術政策課国際業務室長 
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第３節 調査研究の経緯 

１ 調査研究の全体像 

 調査研究の全体像は、次の図のとおりである。 

【図４】調査研究の全体像 

 

 

 

 

 

 

 

２ 調査検討委員会の開催 

調査検討委員会の開催日程と各回の議事は、次の表のとおりである。 

【表６】調査検討委員会の開催日程及び議事 

回 開催日程 議事 

第１回 

平成 29 年 

８月１日

（火） 

 自動運転をめぐる最近の動向と警察庁の取組等について 

 ヒアリング項目案、海外視察要領案等について 

 自由討議 

第２回 

平成 29 年 

９月 15 日

（金） 

 隊列走行の実現に向けた課題等について 

 自由討議 

第３回 

平成 29 年 

12 月 13 日

（水） 

 海外視察結果の報告について 

 高度自動運転システムの実用化を念頭に入れた交通法規等

の在り方について 

 自由討議 

第４回 

平成 30 年 

１月 30 日

（火） 

 報告書骨子案について 

 自由討議 

第５回 

平成 30 年 

３月８日

（木） 

 報告書案について 

 自由討議 

 

 

 

１．調査検討委員会における検討 

３．海外視察 
（ドイツ・オランダ・フィンランド） 

成
果
取
り
ま
と
め 

２．メーカー等に対するヒアリング調査 
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３ ヒアリング調査の実施 

自動運転の段階的実現に向けた課題等に関するヒアリングを次のとおり実施した

（詳細は第２章参照）。 

(1) 実施期間 

平成 29 年 10 月から平成 30 年２月までの間 

(2) ヒアリング対象 

 自動車メーカー、トラックメーカー等 10 社 

 

４ 海外視察の実施 

SAE レベル３以上の自動運転システムの実用化に向けた取組等に関する視察を次

のとおり実施した（詳細は第３章参照）。 

(1) 実施時期 

平成 29 年 10 月 

(2) 視察対象国 

 ドイツ、オランダ及びフィンランド 
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第２章 自動運転の段階的実現に向けた課題等に関するヒアリング 

第１節 ヒアリングの概要 

１ 目的 

調査検討委員会における検討の基礎資料とすることを目的として、自動運転の

研究開発、実証実験等に先進的に取り組んでいる企業を対象に、SAE レベル３以上

の自動運転システムの実用化に向けた各種課題、トラックの隊列走行の実現に向

けた技術開発の方向性及び各種課題等に関するヒアリングを実施した。 

 

２ 実施概要 

(1) 実施期間 

平成 29 年 10 月から平成 30 年２月までの間 

(2) 実施主体 

調査検討委員会事務局（みずほ情報総研株式会社） 

(3) ヒアリング対象 

表７に示すとおり、10 社に対してヒアリングを実施した。 

【表７】ヒアリング対象一覧 

分類 対象数 名称 

自動車メーカー系 ４社 自動車メーカー  Ａ社 

自動車メーカー  Ｂ社 

自動車メーカー  Ｃ社 

自動車メーカー  Ｄ社 

トラックメーカー系 ４社 トラックメーカー Ｅ社 

トラックメーカー Ｆ社 

トラックメーカー Ｇ社 

トラックメーカー Ｈ社 

その他自動車メーカー系 ２社 独立系メーカー  Ｉ社 

独立系メーカー  Ｊ社 

合計 10 社  
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３ ヒアリング項目 

 表８に示すヒアリング項目についてヒアリングを実施した。 

【表８】ヒアリング項目 

１ SAE レベル３以上の自動運転について 

(1) 技術開発状況について 

  ○ 具体的に実用化に向けて開発している又は開発を予定している機能 

  ○ 実験施設等における実験の実施状況 

  ○ 実用化目標時期 

(2) 実用化に向けた法律上・運用上の課題及びそれに対する考え方について 

ア 自動運転に係る刑事上の責任について 

   ○ 交通事故時における責任の在り方 

   ○ ドライブレコーダーやイベントデータレコーダー等のデータ記録装置の

装備の在り方 

   ○ アルゴリズムの設定の在り方、当該設定の妥当性の検証方法等 

イ 自動運転に係る行政法規上の義務について 

   ○ 道路交通法上の交通ルールの遵守義務の主体 

   ○ 車両の点検・整備義務 

   ○ 自動運転システムのセキュリティ確保に係る義務 

   ○ 運転免許制度等の在り方 

   ○ 交通事故時の救護・報告義務 

   ○ 自動運転車両に乗車する者に係る義務 

   ○ 他の道路利用者に係る義務 

(3) その他の課題及びそれに対する考え方について 

(4) 法制度上整備すべきと考える事項（特に道路交通法において）について 

２ トラックの隊列走行について 

(1) 技術開発状況について 

  ○ 具体的に実用化に向けて開発している又は開発を予定している機能 

  ○ 実験施設等における実験の実施状況 

  ○ 公道実証実験の開始予定時期・実験内容 

(2) 将来ビジョンについて 

  ○ 具体的な事業形態 

  ○ 実用化目標時期・場所 

(3) 実用化に向けた法律上・運用上の課題及びそれに対する考え方について 

  ○ 車列間の車間距離、走行速度 

  ○ 車列の台数・全長 

  ○ 走行すべき車線 

  ○ 合分流時等における周囲の他の交通主体に係る義務や注意事項 

  ○ 先頭車両の運転者に係る義務 

 ○ 運転免許制度等の在り方 
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  ○ 電子連結が途切れた場合の取扱い 

  ○ 後続車両に不測の事態が発生した場合の対応 

(4) その他の課題及びそれに対する考え方について 

(5) 法制度上整備すべきと考える事項（特に道路交通法において）について 

※ ヒアリングにおける自動運転システムの定義は、「官民 ITS 構想・ロードマップ

2017」（平成 29 年５月 30 日高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部・官民デー

タ活用推進戦略会議決定）に基づく。 
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第２節 ヒアリングの結果 

（注） 

・ 本報告書における各ヒアリング対象の意見及び個別のヒアリング項目への回答につ

いては、平成 30 年３月時点の状況を踏まえたものである。 

・ 個別のヒアリング項目への回答には、担当者の個人的見解が含まれる。 

 

１ SAE レベル３以上の自動運転について 

(1) 技術開発状況について 

□ 具体的に実用化に向けて開発している又は開発を予定している機能 

＜主な意見＞ 

 SAE レベル３の自動運転システムの具体的な機能については、各社において

検討が進められている段階であるが、高速道路上の渋滞時（60 キロメート

ル毎時以下での走行時等）のみで機能する SAE レベル３の自動運転システム

の実現に向けて開発を進めている自動車メーカーが多い。 

 SAE レベル３以上の自動運転システムを使用中に安全を確保しながら実施可

能なセカンダリアクティビティ8の範囲を更に検討する必要があるとの意見

がある。 

 運送事業者のニーズを踏まえて、ACC9、LKA10及びドライバーモニター機能を

組み合わせた自動運転システムの開発を進めているトラックメーカーが多い。 

＜個別意見例＞ 

 現在は、高速道路の渋滞時（60 キロメートル毎時以下）において、シ

ステムが全ての加速・操舵・制動を行う SAE レベル３の機能の開発を

行っている。（自動車メーカー） 

 SAE レベル３の自動運転システムとして定義されている項目は限定的

で、多くは不透明である。現在、各社は SAE レベル３の自動運転シス

テムを実用化する場合には、要件等も含め検討しているだろうと考え

ている。SAE レベル４以上についても同様である。（自動車メーカ

ー） 

 SAEレベル２の自動運転システムの延長として、SAEレベル３の自動運

転システムの実現を視野に入れている。（自動車メーカー） 

 SAE レベル３以上の自動運転システムへの期待としては、自動運転シ

ステムによる走行中にセカンダリアクティビティが可能となることで

ある。SAE レベル３では、自動運転システムからの要請があれば運転

者による運転に戻ることが求められるが、セカンダリアクティビティ

の内容によっては、システムからの要請があってもドライバーがすぐ

に運転に戻れない場合も考えられるため、実用化に向けては、安全を

                                                        
8 運転以外の行為（第４章第１節参照） 
9 Adaptive Cruise Control の略 
10 Lane Keep Assist の略 
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確保しながら実施可能なセカンダリアクティビティの範囲を検討する

必要がある。（自動車メーカー） 

 現在は、ユーザーからのニーズの高い安全運転支援システムの開発を

行っている。SAE レベル３やレベル４の技術は、こうした安全運転支援

システムの延長線上にあるものと考えているが、現段階では、これら

を明確に定義して開発を行ってはいない。（トラックメーカー） 

 運送事業者からは、ACC のみだと運転者が眠くなってしまうため、

ACC、LKA 及び運転者の状態監視システムを同時に実装してほしいと求

められている。また、走行中に運転者に異常が生じたとき、その場に

停止するのではなく、自動的に安全な場所まで移動してから停止する

技術や、物流ターミナル等に到着した後、自動的に駐車位置まで移動

する機能の開発を検討している。（トラックメーカー） 

 CACC11と LKA を利用した SAE レベル２相当の自動運転技術を開発してい

る。（トラックメーカー） 

 自動運転や安全運転支援システムに対するニーズである「安全」、

「運転負荷軽減」及び「生産性・効率性の向上」に対応できる機能を

優先的に開発している。既に AEBS12や ACC を導入しており、現在、操舵

を制御する LKA 等を開発中である。ただし、安全運転支援システムにつ

いては、運転者がその機能を過信してしまうこと等が懸念されること

から、導入を慎重に考える運送事業者もいる。（トラックメーカー） 

 車線逸脱時に警報を鳴らす機能（LDWS13）のような車両制御のコア部

分に関わらない機能であれば、既存の車両に後付けで導入することが

可能であるが、衝突被害軽減ブレーキ等のように、車両制御を伴うよ

うな高度な安全運転支援システムについては、後付けすることは基本

的に不可能である。（トラックメーカー） 

 2020 年までに限定地域における SAE レベル４の自動運転システムによ

るタクシーサービスを実用することを目指し、サービスの実用化に必

要な配車システムも含めて、タクシー事業者と連携しながら研究開発

を進めている。現在開発している自動運転システムは、あらかじめ設

定された比較的容易に走行できるルート上を一定条件下（晴れた日中

等）において走行することを想定している。自動運転車両が限定領域

から出そうになった場合には車両は速やかに路肩に寄って安全に停止

する。また、停止後は限定的な遠隔操作も可能とし、必要に応じてタ

クシー事業者が駆けつけて必要な措置を講ずることも想定している。

（独立系メーカー） 

 SAE レベル４の自動運転システムの実用化を目指して研究開発を行って

いる。乗用車よりもコンパクトな小型の車両に自動運転システムを搭

                                                        
11 Cooperative Adaptive Cruise Control の略 
12 Advanced Emergency Braking System の略 
13 Lane Departure Warning System の略 
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載し、都市部の公道において低速（10～20 キロメートル毎時程度）で

走行することを目指している。（独立系メーカー） 

 遠隔型自動運転システムでは通信の利用が前提となるが、通信には必

ずラグが伴うため、安全性を考慮すると、そのラグを前提とした上で

設計する必要があると考えている。（独立系メーカー） 

 

□ 実験施設等における実験の実施状況 

＜主な意見＞ 

 多くのメーカーは、実験施設における実験のほか、公道（首都高速道路等）

において、警察庁が平成 28 年５月に策定・公表した「自動走行システムに

関する公道実証実験のためのガイドライン」にのっとって実証実験を行って

いる。 

 SAE レベル３の自動運転システムの安全性を担保するためには、非常に多く

の検証を重ねる必要があるとの意見がある。 

＜個別意見例＞ 

 実用化を見据え、自動運転の難易度が高い首都高速道路を中心に走行

実験を行っている。実験時には警察庁のガイドラインにのっとって、

社内ライセンスを保有する開発者が運転者席に座った状態で機能検証

を行っている。（自動車メーカー） 

 SAE レベル４の自動運転システムの技術的な検証については、現行の走

行実験の延長線上として行うことが可能であり、当面はドライバーレ

スでの実験を想定していない。（自動車メーカー） 

 混在交通において実証実験を行ったが、法定速度内で走行すると、実

勢速度との速度差から適切に車線変更や合流を行えないほか、後続車

両からあおられるなどの場面があった。（自動車メーカー） 

 自動運転システムについて、実験施設での実験のほか、首都高速道路

等の公道において、ドライバーがいつでも対応可能な状態で実験を実

施している。一般道路においても、主要幹線道路等の比較的大きな道

路から実験を始めている。実験設備で検証できる条件には限りがある

ため、時間帯や天候等による影響等の多様なケースを検証するには、

公道での実験・データ取得が必要不可欠である。（自動車メーカー） 

 SAE レベル３の自動運転システムが高速道路、一般道路等において安全

に走行できることを担保するには非常に多くの検証が必要である。（自

動車メーカー） 

 実験場所については、当面、既存のテストコース等を想定している。

（トラックメーカー） 

 2017年 12月に遠隔型自動運転システムの公道実証実験を実施したが、遠

隔型の場合、通信に係る技術的制限が存在し、安全性を十分に考慮する

と速度が制限されるため、実用化に際しては、基本的には自律的に走行
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し、遠隔操作の必要がないシステムを開発したいと考えている。（独立

系メーカー） 

 当面は、有人での SAE レベル３での自動運転タクシーサービスの検証を

やっていきたいと考えている。その後、SAE レベル４のタクシーサービ

スの公道実証実験を実施したい。（独立系メーカー） 

 テストコースでの実験のほか、運転者席に運転者を乗せた状態での公道

実証実験を行い、データの取得を行っている。2017年12月には、遠隔型

自動運転システムの実証実験を実施した。走行速度は、通信遅延等を考

慮し、15 キロメートル毎時とした。（独立系メーカー） 

 

□ 実用化目標時期 

＜主な意見＞ 

 一部の自動車メーカーは、2020年頃に高性能のSAEレベル２の自動運転シス

テムや SAE レベル３の自動運転システムを実用化することを目指して開発を

進めている。 

＜個別意見例＞ 

 2020 年の東京オリンピック・パラリンピック開催前に自動運転システ

ムを搭載した乗用車を日本で発売する予定である。具体的には、高速

道路の本線車道上の渋滞時において一部のセカンダリアクティビティ

を可能とするような SAE レベル３の自動運転システムを搭載する。な

お、渋滞時以外にはSAEレベル２相当の機能とする予定である。2020年

以降は、顧客のニーズやベネフィット等を踏まえて開発の方向性（複

数車線での機能開発を優先するのか、単一車線の SAE レベル３相当の機

能での走行速度を高めるのか等）について検討する。SAE レベル４の機

能検証は 2025 年に向けて進める予定である。（自動車メーカー） 

 SAE レベル２の自動運転システムとして既に実用化している高速道路上

の単一車線での自動運転機能を、2018 年までに複数車線に拡張するこ

とを予定している。また、2020 年や 2022 年をマイルストーンにおき、

法制度等の検討状況等を踏まえながら、SAE レベル３以上の実用化を目

指したいと考えている。（自動車メーカー） 

 まずは、SAE レベル２の自動運転システムの中でも高性能の機能を 2020

年までに実用化する。その後、法制度等の検討状況や信頼性・安全性

の確保状況を見ながら SAE レベル３以上の自動運転システムを導入する

ことを想定している。（自動車メーカー） 

 現在開発している SAE レベル３の機能をまずは欧州の一部の国を中心に

2018 年後半から 2019 年頃に実用化したいと考えている。日本では、法

制度等の整備状況や市場の需要等を総合的にみて導入するか否かを判

断することになるだろう。海外で法制度等の整備が進んだ場合は、導



 

18 

入が可能な国・エリアから段階的に導入していくことも考えられる。

（自動車メーカー） 

 鉄道等の公共交通機関が事業として成り立たなくなった地域等におい

て、線路の跡地等を活用して自動運転のバスを走行させたいというニ

ーズがある。線路の跡地等のような専用レーンを設けることができれ

ば、それほど高いレベルの自動運転技術でなくとも早期に実現するこ

とができる可能性がある。導入する自治体側のニーズとインフラがあ

れば、開発は可能である。（トラックメーカー） 

 SAE レベル３以上の自動運転システムについては、当社の将来構想の一

つとして 2025 年頃の実現を視野に検討しており、今後、グローバルな

状況を踏まえて具体的な導入時期等を決めていくことになると考えて

いる。（トラックメーカー） 

 SAE レベル３以上の自動運転機能については、国内や欧米における制度

整備や技術開発の状況を踏まえながら 2020 年代頃に実用化したいと考

えているが、販売時期については、顧客である運送事業者のニーズも

重要であり、明確にはできない。（トラックメーカー） 

 2018 年度、運転者席に運転者が乗車して行う自動運転システムによるタ

クシーサービスを実施したいと考えている。（独立系メーカー） 

 2018 年度には、１対Ｎでの遠隔型自動運転システムの公道実証実験を実

施する計画があるほか、ある箇所で無人の自動運転移動サービスの実用

化のモデル地域を作りたいと考えている。例えば、公道では運転者が乗

車した状態で SAE レベル３の自動運転システムを使用して特定の施設ま

で人やモノを運び、施設内では SAE レベル４の自動運転システムによっ

て無人で特定のポイントまで人やモノを運び、その特定のポイントから

は荷物用のロボットに載せて自動で荷物だけを運んでいく等の実証実験

を考えている。（独立系メーカー） 

 2020 年に自動運転システムによるタクシーサービスを実用化することを

目標に開発を進めている。実用化時期については、法規制等の検討状況

を踏まえて決めていく必要がある。（独立系メーカー） 

 

(2) 実用化に向けた法律上・運用上の課題及びそれに対する考え方について 

ア 自動運転に係る刑事上の責任について 

□ 交通事故時における責任の在り方 

＜主な意見＞ 

 交通事故時の責任を明確にするため、走行記録等の保存が必要であるとの意

見がある。 

 SAE レベル３以上の自動運転システムを使用中に事故が起きた場合、その責

任については、個別具体の状況に応じて判断されることになると考えられる
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が、一義的には運転者やサービス事業者が負うべきであるとの意見がある一

方、自動車メーカー側にも責任が問われる可能性があるとの意見がある。 

＜個別意見例＞ 

 事故が発生したときに、システムが自律走行していたか、又はドライ

バーが運転していたかを把握するために、走行モードを記録する記憶

装置の設置が必要になると考えている。（自動車メーカー） 

 交通事故時の責任を考える上では、ドライバーの責任となるケースや

メーカーの責任となるケースを整理する等の場合分けが必要である。

例えば、ドライバーが自動運転システムを不適切に使用している間に

発生した事故に関する責任をメーカーが負うことは難しいと考えられ

る。実装されている機能によってその責任が単純に決まるのではな

く、様々な状況を場合分けした上で責任の所在を明確化していく必要

があるだろう。この点に関しては、当社の自動運転システムを開発す

るプログラマが、開発した自動運転システムを搭載した自動車が事故

を起こした場合に刑事責任を負うことがあるのかと心配しているとこ

ろもあり、開発者を安心させる観点からも明確化が必要と考えてい

る。（自動車メーカー） 

 交通事故時の責任については、基本的には、現状と同様に、個別具体

の状況に応じて判断する必要がある。ただし、メーカー側に刑事責任

が問われることのないような設計をしている。（自動車メーカー） 

 自動運転システムが作動している際に自動運転システムの欠陥等に起

因した事故が発生した場合にはメーカーが責任を取らざるを得ないと

考えている。（自動車メーカー） 

 SAE レベル２までは基本的に運転者に責任があると思うが、SAE レベル

３の場合は責任の所在が混在しており、車両側に問題がある場合には

メーカーの責任が問われる可能性が考えられる。（トラックメーカー） 

 民事上の責任については、損害賠償等で解決する方向になる。国家が

個人を罰する刑法の考え方が自動運転技術に対しても適当であるかど

うかについては、政府において整理されることと認識している。（自動

車メーカー） 

 交通事故時の責任については、一義的にはサービスを運用する事業者が

負うこととなり、車両側に瑕疵が認められる場合には、メーカー責任が

問われるようになると考えている。（独立系メーカー） 

 遠隔型自動運転システムについて、遠隔監視・操作者が１対Ｎで遠隔監

視をする場合に、複数の車両の事故の責任を負うことは、運転者にとっ

て大きな負担となる。他方で、例えば、遠隔監視・操作者が居眠りなど

をしたことによって事故が起きた場合には、遠隔監視・操作者が責任を

問われることになると考えている。（独立系メーカー） 

 SAE レベル４の実現に向けては、様々な主体の責任の在り方について、

実証実験の結果等を踏まえつつ、検討していく必要があるだろう。（独立



 

20 

系メーカー） 

 

□ ドライブレコーダーやイベントデータレコーダー等のデータ記録装置の装備

の在り方 

＜主な意見＞ 

 SAE レベル３以上の自動運転システムの実用化に当たり、イベントデータレ

コーダー等のデータ記録装置を搭載する必要があると考えるメーカーが多い。 

 記録したデータの取扱いについて、制度整備する必要があるとの意見がある。 

 データとして保存すべき内容については、その利用目的に応じて検討する必

要があるとの意見がある。 

＜個別意見例＞ 

 ドライブレコーダーやイベントデータレコーダーは、事故発生時に、状

況を把握するために必要である。（独立系メーカー） 

 運転者が対応できる状態であったか（飲酒や睡眠等の許容されていない

セカンダリアクティビティを実施していなかったか）を確認するための

ドライバーモニタリングの仕組みの導入が必要になるだろう。また、テ

イクオーバーリクエストが適切であったかを検証するために、リクエス

トを出したタイミングや車両の状態、周辺環境の状態を事後的に把握す

るためのイベントデータレコーダーやドライブレコーダー等の搭載も必

要になると考えられる。（トラックメーカー） 

 センサーのデータのみでは自動運転システムがどのように走行していた

のかを理解することは難しいため、事故の検証、メーカーの責任の明確

化等のためには自動運転中の各種データ（車速、映像、センサーのデー

タ等）を全て保存する必要があるだろう。最終的に裁判になったときに

は、システムのログを含め全てのデータが必要になると考えられる。（独

立系メーカー） 

 SAE レベル３以上の自動運転システムの実用化に当たっては、基本的に

はデータ記録装置等は搭載したい。（自動車メーカー） 

 制御用に利用しているカメラは、現状映像を蓄積する機能を有してい

ないため、事故分析の対象としてこれらの動画を扱うことは難しい。

また、イベントデータレコーダーは必要と考えているが、ドライブレ

コーダーのような動画蓄積が必要かどうかは疑問である。なお、情報

処理結果の情報については保存できる可能性がある。（自動車メーカ

ー） 

 ドライブレコーダーやイベントデータレコーダー等のデータ記録装置

の搭載要否及びデータとして保存する内容については、その目的に応

じて変わる。例えば、「刑事上の責任の明確化」、「民事上の責任の明確

化」、「車両安全のためのデータ収集」、「商品開発のためのデータ収

集」等のデータ収集の目的によって求められるデータは変わる。（自動
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車メーカー） 

 ドライブレコーダー等の設置が義務化することになれば、交通事故時

の状況を説明するデータとして使用できる。しかし、ドライブレコー

ダー等のデータはあくまで個人の所有物であることから、データを利

用するためには、当該ユーザーとの間で別途契約を交わしておくこと

や、法令整備等が必要になると考えられる。（自動車メーカー） 

 ドイツでは、ドライバーとシステムの間の運転操作の委譲及び運転操

作再開指示の有無やタイミング等を後から確認することができるデー

タ記録装置の導入が求められている。それらの情報は、継続的に装置

に保存されるが、個人やクルマを特定することはできないようにして

いる。（自動車メーカー） 

 事故の状況によっては、データ記録装置が故障し、データを事後的に

確認できない場合も考えられるため、メーカー側がデータ記録装置の

保全の全ての責任を負うことは困難である。（自動車メーカー） 

 イベントデータレコーダーやドライブレコーダーの主な情報は、エア

バック展開時や衝突発生時等、衝突事故分析の為の一部の情報であ

る。自動運転システムがどのように利用されていたのかを把握するに

は、全てのデータを保存しておくことが考えられるが、ストレージ等

の問題があるため現実的ではないだろう。（自動車メーカー） 

 

□ アルゴリズムの設定の在り方、当該設定の妥当性の検証方法等 

＜主な意見＞ 

 自動運転システムを使用して走行中に、危険な状況や判断に迷う状況に直面

した場合には、自動的に安全に停止することになるとの意見がある。 

 アルゴリズムの妥当性について考える際には、自然人による運転が基準とな

るのではないかとの意見や、社会的な合意形成が必要になるとの意見がある。 

＜個別意見例＞ 

 安全を考慮すると、少しでも危険だと思われる状況に直面した場合に

はその状況が無くなるまで停止するようなアルゴリズム設定にせざる

を得なくなる。人間のように、阿吽
あ う ん

の呼吸、目配せ等により譲り合い

をすることは難しいため、自動運転システムは、判断に迷う場合には

停止するということになるだろう。（自動車メーカー） 

 アルゴリズムの妥当性は、認識、制御系を含めたシステムとして検証

する必要がある。現在、妥当性の基準はないが、安全性も含め人間の

一般ドライバーの運転が基準になるのではないかと考えている。（自動

車メーカー） 

 SAE レベル４以上の自動運転システムでは、アルゴリズムによる判断の

仕方や妥当性等について社会的な合意形成が必要である。自動車メー
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カー単独の意見というよりも、社会的な議論によって決まっていくも

のと考えている。（自動車メーカー） 

 アルゴリズム設定の在り方については、自動運転のレベルによって変わ

るだろう。SAE レベル３の自動運転システムでは、運転者が車両内にい

ることが前提となるため、アルゴリズム側で判断の詳細にまでわたる設

定をする必要性は薄まるかもしれないが、一方で、SAE レベル４以上の

自動運転システムの場合は、運転者の介入が基本的に想定されないこと

から、判断の詳細にまでわたる設定をする必要があると考えられる。

（独立系メーカー） 

 事故等が発生した場合に、事後的にアルゴリズムの妥当性を検証する

のは難しい。データ記録媒体等によって全てのデータを取得していた

としても、自動運転システムの判断の適否まで理解することは難しい

だろう。（自動車メーカー） 

 自動運転システムの評価に当たって、様々な交通環境におけるイベント

を類型化（例えば、車線変更、右折、路上駐車車両の回避等）し、これ

を評価することも考えられるのではないか。（独立系メーカー） 

 自動運転システムによるタクシーサービスの運用は、特定のルート上の

みにおいて走行することを想定しているため、当該ルートを交通ルール

に従って安全に走行できるかどうかの検証を重視するべきであると考え

る。（独立系メーカー） 

 

イ 自動運転に係る行政法規上の義務について 

□ 道路交通法上の交通ルールの遵守義務の主体 

＜主な意見＞ 

 自動運転システムは交通ルールを遵守した走行をすべきであるとの意見が多

い。 

＜個別意見例＞ 

 ドライバーが運転している場合はドライバーがルールを遵守する必要

があり、システムが運転している場合はシステムがルールを遵守する

必要があるということが基本であると考えている。（自動車メーカー） 

 道路交通法上の交通ルールの遵守義務の主体は、刑事上の責任と同様に

一義的には車両を使う事業者であると考えられる。ただし、メーカー

は、自動運転システムの開発時において、交通ルールに従うようにアル

ゴリズムを設定しなければならないと考えている。（独立系メーカー） 

 自動運転システムが法令に沿ったものとなるように設計している。し

かし、実際の日本の道路交通環境においては、実勢速度と規制速度の

乖離が大きいところ、通常の運転では運転者自ら周囲の状況に応じた

速度設定が可能にもかかわらず、自動運転システムでは同様の速度設
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定ができないとなると、お客様の立場では自動運転システムが必ずし

も魅力的ではない可能性がある。（自動車メーカー） 

 現在開発しているシステムは道路標識等を見ながら規制速度を認識し

ているが、各国によって道路標識等が若干異なるため、各国それぞれ

の状況に応じて対応していく必要がある。（自動車メーカー） 

 SAE レベル２までは、自動車の運転者や使用者が交通ルールの遵守義務

の主体となる。SAE レベル３以上では、自動運転システムが交通ルール

を遵守する主体となるだろう。（自動車メーカー） 

 

□ 車両の点検・整備義務 

＜主な意見＞ 

 従来の車両で運転者等に課されていた点検・整備義務については、引き続き

同者が負うべきである一方、複雑な自動運転システムに関する点検・整備義

務を負わせることは難しいのではないかとの意見がある。 

＜個別意見例＞ 

 従来の車両で必要であった点検・整備義務については、自動運転シス

テムを搭載した自動車であっても同様に必要である。ただし、利用者

に過度に義務を課すことは、現実的には難しいだろう。（自動車メーカ

ー） 

 日常的な点検等は、自動運転システムを運用する事業者が行うこととな

ると考えられるが、定期的な点検等の整備に関わるものについては、メ

ーカー側にもある程度の義務が求められる可能性がある。（独立系メーカ

ー） 

 運転者に対して複雑な制御システム等に係るものまで点検することを

義務とするのは難しい。これまでと同様に、基本的な点検はドライバ

ーが実施し、インジケータ等に故障が表示された場合はディーラーか

整備工場において点検をしてもらうことが基本となるだろう。（自動車

メーカー） 

 MAAS14の場合とオーナーカーの場合で異なると考えられる。オーナーカ

ーの場合は、従来の自動車と同様に自動車の保有者が行うべきではな

いか。（自動車メーカー） 

 従来の点検・整備記録に加え、ソフトウェアのバージョン管理のログ

（システム認証とアップデートの記録）を取る必要が将来あるかもし

れない。（自動車メーカー） 

 

□ 自動運転システムのセキュリティ確保に係る義務 

＜主な意見＞ 

                                                        
14 Mobility As A Service の略 
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 自動運転システムの実用化に当たっては、業界における基準や国際標準に沿

ってセキュリティを確保する必要があるとの意見がある。 

 一定程度のセキュリティの確保が使用者やメーカーに求められるのではない

かとの意見がある一方、対策には限界があるとの意見もある。 

＜個別意見例＞ 

 セキュリティについては、業界のスタンダードや国際基準に沿って実

装する必要がある。販売後のセキュリティ対策についてはケースバイ

ケースであり、従来の車と同様にソフトウェアのアップデートで対応

することも考えられる。（自動車メーカー） 

 セキュリティについては、１社単独で考えるというよりも、様々な企業

等と連携しながら、最低限満たすべき要件等を明確にする必要があるだ

ろう。（独立系メーカー） 

 セキュリティを確保した上で機能として実装する必要がある。ただ

し、ハッカー側の進化はめまぐるしく、新たな手法によるハッキング

を未来永劫防ぐことは難しい。メーカーとして真摯に開発に取り組む

が、もしその時点で誰も防げないようなハッキングなどがあった場合

の対応についての社会的なコンセンサスが必要と考える。（自動車メー

カー） 

 メーカーが十分な対策をした場合であっても、車両を利用する者が改造

する可能性がある。また、遠隔型自動運転システムの場合、遠隔監視・

操作者による監視・操作を行う場所の物理的なセキュリティなども検討

していく必要がある。これらを考えると、事業者側もメーカー側もある

程度の義務が求められることになるのではないか。（独立系メーカー） 

 サイバーセキュリティ等の犯罪行為が行われた際に検証ができるの

か、また、ガイドラインに準じたセキュリティ対策を施している上で

インシデントが起こった場合の責任は誰にあるのか等の課題も想定さ

れる。（自動車メーカー） 

 

□ 運転免許制度等の在り方 

＜主な意見＞ 

 運転者による運転が予定されている自動運転システムを使用する場合には、

従来どおりの運転免許が必要であるとの意見がある。 

 遠隔型自動運転システムの場合には、遠隔地から遠隔操作等を行うことが想

定されるため、従来どおりの運転免許が必要であるとの意見がある。 

 自動運転システムに対する正しい理解を醸成することが必要であるとの意見

がある。 

＜個別意見例＞ 

 オーナーカーの場合は、現行の免許保有者がそのまま自動運転システ

ムを利用できる制度が自然ではないか。自動運転システムのレベル等
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によって免許制度を変えると複雑になりすぎるように感じる。もちろ

んユーザーのミスユースを防止するために、購入時には十分な機能説

明と機能確認のための試乗等が必要になると考える。（自動車メーカ

ー） 

 SAE レベル３やレベル４の自動運転システムの場合、ドライバーが従来

どおりの運転をする場合もあるため、免許という観点から緩和するの

は難しいのではないか。（自動車メーカー） 

 SAE レベル３及びレベル４の自動運転システムが実用化されたとして

も、オーナーカーの場合は運転免許が必要になるだろう。ただし、自

動運転システムを含む運転支援機能の高度化に伴い、例えば、第二種

自動車運転免許や第一種中型自動車運転免許等が求められる場合に、

安全が担保できる保証があれば少し緩和することを検討できるのでは

ないかと考える。（自動車メーカー） 

 遠隔型自動運転システムの場合、「遠隔型自動運転システムの公道実証実

験に係る道路使用許可の申請に対する取扱いの基準」では、遠隔から操

作等を行う可能性が考えられることから、遠隔監視・操作者には従来ど

おりの運転免許が必要である。（独立系メーカー） 

 MAAS や隊列走行等のプロフェッショナルサービスの場合は、そのサー

ビスの利用に課せられる責任や義務に応じた免許制度があり得るかも

しれない。（自動車メーカー） 

 教育という面では、自動車教習所等において、自動運転システムの正

しい利用方法や、テイクオーバーリクエストの際の対応等の方法を取

り込めるとより正しく・安全に利用してもらえるのではないか。運転

支援機能を過信しないという啓発活動も必要であり、運転の教育の場

でその観点が盛り込めると良い。（自動車メーカー） 

 自動運転に関する正しい理解を醸成する必要がある。自動運転システ

ムの普及に合わせて運転免許の取得や更新時のカリキュラムを改定等

する必要があるのではないか。路上教習やシミュレータにおいて、

ADAS15を搭載した自動車を使用することも有効かもしれない。（自動車

メーカー） 

 

□ 交通事故時の救護・報告義務 

＜主な意見＞ 

 運転者による運転が予定されている自動運転システムでは、交通事故時の救

護・報告義務は、従来どおり運転者等に課されるとの意見が多い。 

＜個別意見例＞ 

                                                        
15 Advanced Driver Assistance Systems の略 



 

26 

 ドライバーが存在している場合は、自動運転システムを使用中に交通

事故が起きたときには当該ドライバーに救護・報告義務があると考え

ている。（自動車メーカー） 

 交通事故時等において、例えば、現場に急行した警察官が直感的に自動

運転システムを操作できるようにする必要があると考えられる。（独立

系メーカー） 

 遠隔型自動運転システムの場合、走行ルートの近傍に人員を配置し、何

かあったときにはその場所から責任者が急行するという体制を構築する

ことも考えられる。（独立系メーカー） 

 MAAS の場合は、サービスの運営会社に救護・報告義務があることにな

るのではないか。（自動車メーカー） 

 

□ 自動運転車両に乗車する者に係る義務 

＜個別意見例＞ 

 自動運転車両に乗車する者（乗客）に係る取扱いについては、基本的に

はこれまでと同様と考えている。（独立系メーカー） 

 将来的にドライバーが存在しないような MAAS の場合は、乗客や運行事

業者に何かしらの義務が課されることが考えられる。（自動車メーカ

ー） 

 

□ 他の道路利用者に係る義務 

＜主な意見＞ 

 専用レーンを設置して安全に自動運転システムを導入することも考えられる

が、社会的な合意が必要となるとの意見がある。 

 車両はみだりにその進路を変更してはならないといった従来どおりの交通ル

ールを更に周知徹底するべきであるとの意見がある。 

 自動運転システムを搭載した車両であることを他の交通主体に知らせるべき

かどうかという点につき、意見が分かれている。 

＜個別意見例＞ 

 他の道路利用者に係る義務については、SAE レベル３及びレベル４以上

の自動運転システムの運用方法の議論が必要である。例えば、専用レ

ーン等を整備することにより安全性を向上させるという方法も考えら

れるが、社会的な合意が必要となる。（自動車メーカー） 

 無人での自動運転サービスを運用する際には、対向車等による影響を少

なくするため、信号を制御する等の優先レーンの整備も一つの方法であ

る。（独立系メーカー） 

 実用化の初期段階では、例えば、乗り降りの安全確保がしやすい場所

等、運用しやすい環境を選択して運用していくこととなるため、他の道

路利用者に新たに義務を課す必要はないだろう。（独立系メーカー） 
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 人間による運転の場合、他の自動車の間に割り込んだ際には、ハザード

等を利用して後方車両とコミュニケーションをとるが、自動運転システ

ムの場合にも合流時等に他の道路利用者とコミュニケーションをとる手

段が必要ではないか。自動運転システムによるタクシーサービスの場合

は、走行可能なルートのうち割り込みが発生しないルートを選択するこ

とでそのような事象は回避することも想定している。（独立系メーカ

ー） 

 他の道路利用者に係る義務については、基本的にはこれまでと同様と考

えている。ただし、無理な割り込みをしない等の理解の周知・徹底につ

いては実施していく必要があるだろう。（独立系メーカー） 

 現在の交通環境下で自動運転車両は他の車両と馴染まないため、バッ

チを付けるなどして周囲に知らせる方が良いかもしれない。（自動車メ

ーカー） 

 タクシー等のサービスカーでは、自動運転システムを搭載した車両であ

ることを示す表示灯を自動車に取り付けたいと考えている。（独立系メ

ーカー） 

 当社としては、自動運転車両であることを周囲に知らせた方が良いと考

えているため、自動運転車両と遭遇したときの適切な対応については周

知・徹底が重要となる。（独立系メーカー） 

 自動運転システムを利用して走行していることを周囲に知らせてしま

うと、他の車両にあおられたり、突然割り込まれたりするリスクもあ

る。（自動車メーカー） 

 

(3) その他の課題及びそれに対する考え方について 

＜主な意見＞ 

 自動運転システムの実用化に向けた課題や、その課題に対する解決策が明確

になることが望ましいとの意見がある。 

＜個別意見例＞ 

 SAE レベル３以上の自動運転システムを実用化するには、技術だけでは

解決できない課題を検討しなければならない。例えば、ドライバーが

運転していても対処できないような突発的な事象への対応等について

は社会的コンセンサスが必要である。（自動車メーカー） 

 SAE レベル３以上の自動運転システムの実用化に向けた課題の一つとし

て、落下物への対応がある。例えば、工事現場に設置してあるような

簡易トイレやプレハブ等の大きい物体であれば検出できるが、足場や

脚立といった細い又は平たい物体は検出しにくい。高速道路運営会社

の巡回等もあるが、落下物を無くすことは難しい。実際に SAE レベル３

の自動運転システムを実装するためには、このような避けられない事

故の扱いに対する社会的コンセンサスを得る必要がある。この課題
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は、SAE レベル４の実現についても同じである。落下物があったとして

も、車速が低ければダメージは比較的小さいと考えられる。そのため

SAE レベル３の自動運転システムは、上記の落下物検知等の状況を踏ま

えると、車速が低い渋滞時等からの方がやりやすいと考えられる。（自

動車メーカー） 

 例えば、路上に違法駐車車両が複数ある場合、車と車の間からの歩行

者の飛び出し、駐車車両を避ける自転車等、センサー等では検出が難

しいため、安全に自動運転システムを運用するためには違法駐車をで

きるだけ減らしてほしい。（自動車メーカー） 

 信号情報の取得が課題となっている。信号そのものも様々な種類がある

ほか、逆光の影響等、センサーだけでは必ずしも十分ではない可能性が

ある。そのため、インフラ側から信号情報を得られることが望ましい。

信号情報が得られない場合は、信号の存在しないルートを選択するなど

の運用が考えられる。（独立系メーカー） 

 道路標識等の情報の把握については、基本的には車両単体で可能とな

るよう開発を進めているが、周囲の植栽や大型車等の状況によっては

適切に認識できない可能性もあることから、補完的な情報として、高

精度地図からの情報提供、ダイナミックマップ等のインフラからのデ

ータ提供等の手段も提供いただけると信頼性が高まる。（自動車メーカ

ー） 

 運送事業者の立場としては、航続距離によって必要とされる休憩時間

が決められているところ、休憩のための場所等の確保が運行管理上の

大きな課題である。そのため、自動運転機能を利用している時間を休

憩時間とみなすことができるのであれば、運送事業者にとって非常に

魅力的なものであると考えられる。（トラックメーカー） 

 現在、長距離走行時には、４時間ごとに休憩を挟まなければならない

とされているところ、SAE レベル３以上の自動運転機能を使用してセカ

ンダリアクティビティを行っている期間を休憩とみなせるのであれ

ば、より効率的な運用が可能になる。（トラックメーカー） 

 運送事業者の立場では、自動運転を導入することに伴い、運行管理の

在り方等についても検討する必要があり、明確に自動運転にコミット

することが難しい現状があると考えている。（トラックメーカー） 

 トラックやバス等の大型車は、乗用車よりもライフサイクルが長く、

１年当たりの販売台数も少ないため、新たな機能を搭載した車両を販

売したとしても、その普及・拡大にはある程度の時間が必要である。

（トラックメーカー） 

 タクシー業界では、2020 年に向けた訪日客の増加や労働力人口が減少す

る中でドライバー不足という課題に直面しており、自動運転に対する期

待が高まっている。（独立系メーカー） 

 「遠隔型自動運転システムの公道実証実験に係る道路使用許可の申請に
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対する取扱いの基準」に関しては、概ね課題として感じている点はな

い。ただし、2018 年度以降、１対Ｎでの公道実証実験を進める中で、新

しい課題が出てくるかもしれない。（独立系メーカー） 

 ドイツで法改正を頻繁に実施しており、ドイツで走行させるためには

メーカーは柔軟に対応していく必要があるだろう。（自動車メーカー） 

 ドイツでは、交通ルールやマナーを遵守している方が多い。例えば、

交差点に自転車が進入してきた際に、日本では阿吽
あ う ん

の呼吸で譲り合う

ことが多いが、ドイツの場合は徹底的に右方優先で、自動車でも必ず

止まる。高速道路上においても、走行速度が速いことから、追い越し

車線を走行し続けることはないし、追い越し車線ではない内側の車線

から追い越されることはあまりない。そのため、ドイツの方が実用化

しやすいという側面がある。（自動車メーカー） 

 

(4) 法制度上整備すべきと考える事項（特に道路交通法において）について 

＜主な意見＞ 

 実勢速度と規制速度との速度差を解消する必要があるとの意見がある。 

＜個別意見例＞ 

 混在交通環境においては、規制速度と実勢速度との速度差が大きな課

題である。合分流、レーンチェンジ等において安全かつ交通流を阻害

しない走行とするためにフレキシブルな振る舞いが許容される制度・

仕組みとできないか。（自動車メーカー） 

 高速道路の合分流時において、実勢速度と規制速度の乖離が存在する

と、技術的な難易度が高くなる。（トラックメーカー） 

 SAE レベル３以上の自動運転システムは、あくまでも制限速度の範囲内

で走行することになるが、制限速度と実勢速度の乖離がある状況にお

いて、制限速度の範囲内で走行すると割り込まれたり、あおられたり

する可能性があり、かえって危険な状況を招いてしまうケースも発生

するおそれがあるのではないかと懸念している。（自動車メーカー） 

 自動運転システムの要件として厳しい技術的水準が求められると、メー

カー側の対応が困難になるとも考えられるが、認定等のお墨付きが得ら

れることで、事業を進めやすくなるという面もある。事業を実施するた

びに車両の確認が求められると、一つ一つの事業の実施に当たり様々な

調整が必要になるため、ビジネスを広げにくくなってしまう可能性があ

る。（独立系メーカー） 
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２ トラックの隊列走行について 

(1) 技術開発状況について 

□ 具体的に実用化に向けて開発している又は開発を予定している機能 

＜主な意見＞ 

 協調領域の取組として、通信に関する技術の規格化や国際標準化も視野に入

れた検討が業界内で進められている。 

 後続有人隊列走行に向けた自動運転機能の開発を行っているメーカーが多い。 

 後続無人隊列走行では、特に、通信の信頼性・安定性が技術的に重要な課題

であり、今後多くの検証が必要であるとの意見がある。 

＜個別意見例＞ 

 通信に関する技術開発については、業界横断的に取り組む領域が存在

し、現在、トラックメーカー４社にて技術の規格化や国際標準化等も

視野に入れながら検討している。（トラックメーカー） 

 隊列走行の実現に当たっては、通信の信頼性を高めることが重要な課

題である。車車間通信によるいわゆる電子連結は、従来の牽引と同程

度に堅ろうであることが求められるが、電波を利用した通信は、外部

環境の影響により切断されることがあり得るため、絶対に途切れない

ことを担保することは難しい。通信の信頼性を高めるためには、複数

の通信手段を利用して冗長性を向上させる必要がある。（トラックメー

カー） 

 車車間通信として利用する 760MHz 帯の通信規格では、データの共有が

100ms ごとにしか行われないため、１回の通信を取りそこなうと 100ms

遅れることとなり、また、同時接続数の制限がある。そのため、

760MHz 帯の通信に加え、DSRC16（5.9GHz）や光通信といった通信手段を

組み合わせることを考えている。DSRC の場合は 20ms、光通信の場合は

より細かい周期で通信することができる。ただし、それぞれ長所と短

所があるため、３つの通信が途切れる瞬間が生じないかどうかについ

て、今後多くの検証が必要となる。（トラックメーカー） 

 通信規格については、各国において使用できる周波数に違いがあること

から、各国に対応した技術開発が必要である。ただし、通信を行う内容

については国際的に調和されることが望ましい。（トラックメーカー） 

 運送事業者は、複数のメーカーのトラックを使用することとなるので、

混乱を避けるため、基本的な自動運転機能やその使い方についてはある

程度共通化されていることが望ましいと考えられる。（トラックメーカ

ー） 

 隊列走行時には、先頭車両の運転者が後続車両の周囲も含めて安全確

認を行うことが求められるが、後続車両の周囲の情報を動画によって

先頭車両に送信するには大容量のための通信手段（５Ｇ等）が必要と

                                                        
16 Dedicated Short Range Communications の略 
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なると考えられる。（トラックメーカー） 

 現在、実証事業において、後続有人隊列走行（後続車両の運転者席に

運転者が乗車する形態の隊列走行）及び後続無人隊列走行（後続車両

の運転者席に運転者が乗車しない形態の隊列走行）の技術開発を行っ

ている。（トラックメーカー） 

 トラックの自動運転に関しては、「今より安全性が高まる」、「輸送生産

性が高まる」、「ドライバーの負担が低減される」という点が重要であ

り、隊列走行であるかどうか、後続車両が有人か無人かといった点は

あまり重要ではないと言われている。（トラックメーカー） 

 国の実証事業等を参考にしつつ、後続有人隊列走行の実用化に向けた

検討を進めていく予定である。（トラックメーカー） 

 国の実証事業で後続無人隊列走行の検討が進められているが、実用化

のためには、電子連結で利用する通信の安定性、信頼性等の様々な技

術的課題が存在している。（トラックメーカー） 

 後続無人隊列走行の実現は、車両単独では解決できない課題も多く、イ

ンフラや社会受容性に加え、先頭車両の運転者の負担増加も検討する必

要がある。（トラックメーカー） 

 

□ 実験施設等における実験の実施状況 

＜個別意見例＞ 

 当面は現有の自社又は日本自動車研究所等のテストコースにおける実

験が主と考えている。もちろん、国の実証事業での公道実証実験にも

参画して実験していきたいと考えている。（トラックメーカー） 

 

□ 公道実証実験の開始予定時期・実験内容 

＜個別意見例＞ 

 隊列走行を含む自動運転に関する取組は、事業者側のニーズが重要で

あり、そのニーズの大きさが開発の進展に直結する。現在は、事業者

側のニーズがまだ明確ではない状況であるため、開発の見込みを立て

にくい。実用化を進めるためには、今後、自動車メーカーと事業者の

連携をより強めていく必要があると考えている。（トラックメーカー） 

 国の実証事業に協力する形で、2018 年１月に後続有人隊列走行の実証

実験を、2019 年１月から後続無人隊列走行の実証実験を予定してい

る。ただし、実証実験の実施に当たり、インフラ側からの支援や制度

整備等が必要となる可能性があるため、時期については変わり得る。

（トラックメーカー） 

 2018 年１月に後続有人隊列走行の公道実証実験を行ったが、実験時の隊

列の速度は、70～75 キロメートル毎時と、最高速度よりも低く設定し

た。これは、一度隊列が離れてしまった場合に、後続車両が先頭車両に
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追い付くためである。また、実験時、隊列走行車両を追い越そうとした

トラックがいたが、隊列の全長が 100 メートル程度と長かったため、追

越しに時間が掛かり、後方に渋滞を生じさせてしまっていた。また、隊

列走行車両の間への割り込みが発生したが、その際は、後続車両の運転

者が手動で制動を行った。今回は、後続車両に運転者が乗車していたの

で対応が可能であったが、後続車両に運転者が乗車しない場合の対応に

ついては更なる検討が必要である。（トラックメーカー） 

 

(2) 将来ビジョンについて 

□ 具体的な事業形態 

＜主な意見＞ 

 隊列走行の主たる目的は、安全性の向上、輸送の効率化による環境負荷軽減

及びドライバー不足の解消であるとの意見がある。 

 技術開発に当たり、他社と共通化できる部分については連携することも考

えられるが、車両制御に関わる部分については各社ごとに車両の特性等が

異なるため、共通化は困難であるとの意見がある。 

 世界的な市場を見据え、今後、後続無人隊列走行の開発の採算性が取れるの

かどうかについて検討する必要があるとの意見がある。 

 後続無人隊列走行を実用化するためには、隊列を形成するためのインフラ等

の整備が必要であるとともに、隊列走行に参加する事業者をマッチングする

事業会社等が必要であるとの意見がある。 

＜個別意見例＞ 

 隊列走行の主たる目的は、安全性の向上、輸送の効率化による CO2 の削

減及びドライバー不足問題の解決である。運送事業者からは、CO2 削減

効果が高く、ドライバーの確保が難しい長距離運行の多い大型カーゴ

系の車両のニーズが寄せられている。（トラックメーカー） 

 実証事業で開発している技術の一部については、複数企業間で共通化

することで、開発を効率化することができると考えられる。ただし、

認知・判断・行動（人間の運転者でいう「操作」）という一連の流れの

中で、走る・曲がる・止まるという車両の制御に関わる“行動”の部

分は、エンジン等の各社の競争領域に関わるため、各社ごとに開発を

進める必要があるだろう。（トラックメーカー） 

 欧米においては環境負荷低減等を目的として後続有人隊列走行を実現

することが目標となっており、日本のように後続無人隊列走行を実現

することは目標とされていないことから、今後、日本においては後続

無人隊列走行の開発の採算が取れるのかどうかについてマーケットの

ニーズを十分検討する必要がある。（トラックメーカー） 

 米国においては、後続無人隊列走行が、トラックの運転者の雇用を奪

うという懸念があり、後続無人隊列走行はそもそも受け入れられない
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と考えられている。グローバルレベルでの開発の最適化を進める中

で、今後、後続有人隊列走行の開発を行っていくのか、それとも後続

無人隊列走行の開発を行っていくのかについての判断がいずれ必要に

なると考えている。（トラックメーカー） 

 後続有人隊列走行と後続無人隊列走行では、その事業形態に大きな違

いがある。後続有人隊列走行の場合は、基本的には運転者による運転

操作が可能であり、高速道路上で走行中に隊列を形成することもでき

ることから、インフラ等を新設する必要はないと考えられる。ただ

し、複数の運送事業者の車両により隊列を形成する場合には、隊列形

成をマッチングするためのオペレーション・管理を担う複数の運用事

業者から構成される共同の事業会社等を設置する必要が生じる可能性

がある。（トラックメーカー） 

 後続無人隊列走行の場合、隊列を形成するための場所等のインフラを

整備する必要がある。また、複数の事業者の不特定多数の車両に隊列

を組ませる場合には、各車両の積載状況や車両の走行性能を勘案して

マッチングする必要が生じることから、隊列形成エリアにおいてマッ

チングを行う共同事業会社の様なものが必要となると考えられる。（ト

ラックメーカー） 

 隊列走行等の普及を促進するためには、事業者側の車両買替えに対す

る支援が必要になると考えられる。トラックやバス等は、以前は約 10

年のサイクルで買換えが行われていたが、車両価格の上昇に伴い、使

用年数が延びている。自動運転システムを搭載した車両を開発した場

合、ある程度の価格の上乗せが想定されるところ、同価格でどの程度

の購入が見込めるかについての慎重な見極めが必要となる。（トラック

メーカー） 

 

□ 実用化目標時期・場所 

＜主な意見＞ 

 実用化時期については、車両を利用する事業者のニーズにより大きく変わる

との意見がある。 

 後続無人隊列走行の実現に当たっては、技術の確立、インフラ整備、事業会

社の立ち上げ等に時間が掛かるとの意見がある。 

＜個別意見例＞ 

 実用化目標時期については、トラックメーカーだけで決められるもの

ではなく、車両を利用する事業者のニーズ等により大きく変わり得る

ものである。また、後続有人隊列走行か後続無人隊列走行かによって

実現可能性は異なる。後続無人隊列走行の方がハードルは高く、技術

の確立、インフラ整備、事業会社の立ち上げ等に時間が掛かると考え

られる。（トラックメーカー） 
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 後続有人隊列走行の実用化については、2020 年代を目指しているが、

様々な調整が必要になることから具体的な実用化時期は未定である。

（トラックメーカー） 

 隊列走行や SAE レベル３以上の自動運転の実用化時期は、様々な課題が

あることから明言することは難しく、それらの課題が解決する見込みが

立った段階で明らかになると考えている。（トラックメーカー） 

 

(3) 実用化に向けた法律上・運用上の課題及びそれに対する考え方について 

□ 車列間の車間距離、走行速度 

＜主な意見＞ 

 隊列走行を形成している車両相互の関係を従来の牽引車と被牽引車と同様の

関係として捉えた場合、車間距離という概念は不要になるとの意見がある。 

 車間距離が短くなると燃費削減効果は高まり、隊列全体の全長が短くなるこ

とで安全性も高まるため、通信が途切れないという理想的な前提の下では、

車間距離は短ければ短いほどよいとの意見がある。 

 走行速度については、従来どおりでよいのではないかとの意見がある。 

＜個別意見例＞ 

 車間距離が狭まれば、２台目以降の車両の燃費削減効果が高まるとと

もに、隊列全体の全長が短くなることで混在交通下での安全性が高ま

るとも考えられるところ、現時点での車間時間（車間距離を走行速度

で割ったもの）として、0.5～1.6 秒（80 キロメートル毎時で約 10～35

メートル）を想定している。（トラックメーカー） 

 車列間の車間距離の考え方については、隊列走行を従来の牽引車と被

牽引車のように捉えるか、協調して走行している個々の車両と捉える

かによって変わると考えている。１台の車群と捉える場合には、車間

距離という概念は不要になると考えられるが、協調して走行している

個々の車両と捉える場合には、現行法上の車間距離に関する規定が関

わってくると考えられる。（トラックメーカー） 

 走行速度に関しては、現行法どおりでの運用が望ましいのではない

か。（トラックメーカー） 

 通信が途切れないという理想的な前提の下では、車間距離は短ければ

短いほど燃費を向上させる。（トラックメーカー） 

 

□ 車列の台数・全長 

＜主な意見＞ 

 後続有人隊列走行の場合、後続車両に運転者が乗車し、常にその者の判断に

より隊列を解除できることから、車列の台数の制限を設ける必要はないとの

意見がある。 

 後続無人隊列走行の場合の車列の台数は３台が限界であるとの意見がある。 
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 ３台の隊列走行の全長は、現在の交通環境下では想定されていないものであ

ることから、その安全性や社会受容性の見極めが必要であるとの意見がある。 

＜個別意見例＞ 

 車列の台数については、後続有人隊列走行の場合は技術的には制限は

ないと考えているが、台数が多くなると車列の全長も長くなることか

ら、社会受容性の観点からは、台数又は車間距離について一定程度の

制限が必要であると考えられる。（トラックメーカー） 

 後続有人隊列走行の場合は、後続車両に運転者が乗っており、その者

の判断でいつでも隊列を解除できるため、車列の台数に制限を設ける

必要はないと考えられる。ただし、後続車両が SAE レベル３相当の自動

運転システムであって、後続車両の運転者がセカンダリアクティビテ

ィを行い、先頭車両の運転者に追加の安全確認が求められる状況にな

るのであれば、後続無人隊列走行と同程度に扱われるべきか否かにつ

いて議論が必要となると考えられる。（トラックメーカー） 

 後続無人隊列走行の場合は、先頭車両の運転者が後続車両の挙動やそ

の車両の後方を含めた周囲の安全を確認しなければならないという観

点から、車列の台数は３台が限界であると考えられる。（トラックメー

カー） 

 ３台で隊列走行を行う場合、その全長は現在の交通環境下では想定さ

れていない長さとなるため、今後実施される高速道路での実証実験を

通じて安全性や社会受容性を見極める必要があると考えられる。（トラ

ックメーカー） 

 

□ 走行すべき車線 

＜主な意見＞ 

 隊列走行を安全に実施するためには専用レーン又は優先レーンを設けること

が適当であるとの意見がある。 

＜個別意見例＞ 

 走行区間の３車線化が望まれるが、２車線区間において走行する場合

には、道路側からのインフラ支援が必要となると考えられる。（トラッ

クメーカー） 

 混在交通下において安全に隊列走行を実施することを考えると、高速

道路上において隊列走行の専用レーン又は優先レーンを設けることが

適当と考えられる。可能であれば、高速道路の右側端から一番目の車

線（第２又は第３走行車線）か、混在交通下において他の運転主体と

の交差が少ないと考えられる中央の車線（３車線区間での第２走行車

線）での運用が望ましい。（トラックメーカー） 

 

□ 合分流時等における周囲の他の交通主体に係る義務や注意事項 

＜主な意見＞ 
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 第１車両通行帯17での運用を前提とした場合、合分流時等に他の交通主体へ

の周知・注意喚起が必要になるとの意見がある。 

＜個別意見例＞ 

 車間距離が 35 メートル程度の場合は、他の道路利用者の合流の可能性

もある。一方、車間距離を短くすることで合流を前提としないことも

考えられるが、その場合には社会受容性を考慮する必要がある。今

後、実証実験を通じて、他の交通主体からの印象等を検証しながら検

討していく必要がある。（トラックメーカー） 

 高速道路の第２車線又は、第３車線を隊列の走行車線とすることが望

ましいが、第１車線での運用を前提とする場合には、下記の検討が必

要となる。（トラックメーカー） 

 隊列が本線車道に合流する際、本線車道上の他の車両が隊列

走行の存在を認知できるよう周知・注意喚起すること及び状

況によっては他の車両に車線の変更を促すこと 

 隊列が SA/PA 又は IC 付近の本線車道を走行する際、SA/PA 又

は IC から合流しようとする他の車両が隊列走行の存在を認知

できるように周知・注意喚起すること、状況によっては他の

車両の本線流入を制限すること及び合流車線における加速車

線の十分な距離を確保すること 

 隊列走行中であることが第三者から見て明らかである必要がある。（ト

ラックメーカー） 

 下記の各項目について事前に周知することを検討する必要があると考

えられる。（トラックメーカー） 

 合分流時において、隊列走行に注意すること 

 （隊列走行の優先レーンが設定された場合は）高速道路上に

おいて、隊列走行が優先される場合があること 

 車線変更を行おうとしている隊列に急接近しないこと 

 隊列の車両間へ割り込まないこと 

 全長が長いため、隊列を追い越すときには通常より時間が必

要であること 等 

 

□ 先頭車両の運転者に係る義務 

＜主な意見＞ 

 後続有人隊列走行の場合であって、後続車両が SAE レベル３相当の自動運転

システムで走行している間、先頭車両の運転者に追加的な義務が生じる可能

性があるとの意見がある。 

                                                        
17 本線車道上の左側端から数えて１番目の車両通行帯を指す。 
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 後続無人隊列走行の場合、先頭車両の運転者には、従来の運転者に求められ

ている注意監視義務に加え、後続車両も含めた隊列全体の周囲の状況を把握

し、安全に走行するために対応すること等が求められるとの意見がある。 

＜個別意見例＞ 

 後続有人隊列走行の場合、各車両の運転者がそれぞれの車両の運転者

となると考えられる。ただし、後続車両が SAE レベル３相当の自動運転

システムで走行中、当該車両の運転者がセカンダリアクティビティを

行っている場合には、先頭車両の運転者に追加的な義務が生じる可能

性もある。（トラックメーカー） 

 後続無人隊列走行の場合、少しでも先頭車両の運転者の負担を減らす

ために、電子連結を前提とするのではなく、後続車両についても SAE レ

ベル４の自動運転を前提とし、緊急時もシステムが対応可能であるこ

とが望ましい。（トラックメーカー） 

 後続無人隊列走行の場合であって、先頭車両の運転者が後続車両の運

転者にもなると考えられる場合には、先頭車両の運転者には従来どお

りの安全運転に係る注意監視事項に加え、「常時、隊列全体の前方・周

辺・後方の監視」、「前方に障害物を発見した時に早めに回避行動（減

速、車線変更、停止等）をとること」、「車線変更時は、周辺・後続を

監視し方向指示灯を長めに点灯させ、早めに行動すること」、「車線変

更時は、後続車両の状況を確認すること」、「後続車両のシステム作動

状況をモニターで監視し、異常時は早めに路肩等へ退避すること」等

の行動が求められると考えられる。（トラックメーカー） 

 

□ 運転免許制度等の在り方 

＜主な意見＞ 

 隊列走行における電子連結は、現行の道路交通法上の牽引とはその性質を異

にするため、隊列走行の先頭車両の運転者に牽引免許は不要であるとの意見

が多い。 

 先頭車両の運転者には、追加的な講習等を受けさせる必要があるとの意見が

ある。 

＜個別意見例＞ 

 隊列走行の先頭車両の運転者に「牽引免許」は不要であると考える。

なぜならば、隊列走行においては、一般道路の走行や駐車時の後退等

が想定されていないからである。ただし、先頭車両がトラクターの場

合は、従来どおりの牽引免許が必要となると考えられる。（トラックメ

ーカー） 

 いわゆる「電子牽引」は、牽引という名称ではあるが、現行の牽引と

はその性質を異にする。例えば、牽引免許の取得に当たって難しいと

されている牽引車両の後退は、隊列走行では想定されていないため、
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現行の牽引免許とは異なる講習・免許の在り方を検討する必要がある

と考えられる。（トラックメーカー） 

 隊列走行における電子連結は、現行の道路交通法上の「牽引」とはそ

の性質を異にするものであり、これらを同様のものとして扱うことは

適当ではないと考えるため、関係法規に新たな規定を設けるなどの措

置が必要であると考える。（トラックメーカー） 

 先頭車両の運転者には、新たに必要となる運転技能や注意点（監視項

目の増加）についての講習等を受けさせる必要があると考えられる。

（トラックメーカー） 

 事業者側のニーズを踏まえると、後続車両の運転者の免許については

何らかの緩和ができることが望ましい。例えば、後続車両を運転する

ためだけの免許として、既存の大型免許よりも取得しやすいものを整

備すること等が考えられるのではないか。（トラックメーカー） 

 

□ 電子連結が途切れた場合の取扱い 

＜主な意見＞ 

 後続有人隊列走行では後続車両にも運転者が乗車しているため、万が一電子

連結が途切れた場合でも、当該運転者が対応することができるとの意見があ

る。 

 後続無人隊列走行では後続車両に運転者が乗車していないため、万が一電子

連結が途切れた場合には後続車両が自動的に安全な方法によって停止できる

ようなシステムでなければならないとの意見がある。 

＜個別意見例＞ 

 電子連結が途切れた場合は、ドライバー異常時対応システムと同様

に、路肩等の比較的安全な場所に移動してから停止する等の仕組みが

搭載されている等の何らかの対応が必要であると考えられる。（トラッ

クメーカー） 

 隊列走行を保つための前提となる車車間通信については、切断しない

よう冗長性をもたせることが前提であるが、万が一電子連結が切断し

た場合には、後続有人隊列走行の場合と後続無人隊列走行の場合で対

応は異なる。（トラックメーカー） 

 後続有人隊列走行の場合には、運転者が自動運転システムからのテイ

クオーバーを受けて、安全な方法で停止させ、又は目的地等まで運転

を続けることが可能である。（トラックメーカー） 

 一方、後続無人隊列走行の場合には、２台目以降の車両に運転者が乗

車していないため、そのような対応はできない。電子連結が切断され

た場合やシステムの故障が検知された場合には、自動的に安全な方法

によって同一車線上に停止させる、路肩等へ退避させる、又は遠隔操

作によって安全に停止させるといった対応が必要であると考えられ
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る。いずれの対応方法をとるにせよ、最低限、ブレーキシステムの信

頼性を確保することが必要であると考えられる。（トラックメーカー） 

 後続無人隊列走行が停止した場合には、運送事業者が最寄りの拠点か

ら運転者を派遣し、各車両を運転者が回収することとなると考えられ

る。（トラックメーカー） 

 

□ 後続車両に不測の事態が発生した場合の対応 

＜主な意見＞ 

 不測の事態としては、他の車両との衝突、通信の切断、タイヤのパンク、シ

ステムのシャットダウン等が考えられ、その場合には、後続車両は本線車道

上で停止することとなるとの意見がある。 

＜個別意見例＞ 

 不測の事態としては、他の車両との事故のほかに、電子連結の切断、

タイヤのパンク、システムの完全なシャットダウン等が考えられる。

（トラックメーカー） 

 タイヤのパンク等の不測の事態が生じた場合、いわゆる「電子牽引」

であればその場で停止することになると考えられる。後続車両が SAE レ

ベル４相当で自律的に走行可能な場合は路肩等の比較的安全な場所に

移動してから停止するといった対応も考えられる。（トラックメーカ

ー） 

 隊列走行中の車両のタイヤがパンクした場合は、当該タイヤが操舵輪

か駆動輪かによって多少変わるものの、明らかな挙動の異常が発生す

ることから、システムがこれを認知し、電子連結が切断された場合と

同様の対応をとることになると考えられる。なお、操舵輪のタイヤが

パンクした場合には同一車線上で停止することとなると考えられる。

（トラックメーカー） 

 システムが完全にシャットダウンした場合には、後続有人隊列走行の

場合は、各車両に乗車している運転者が対応することが期待される

が、後続無人隊列走行の場合は、本線車道上で停止するのみの対応と

なると考えられる。（トラックメーカー） 

 

(4) その他の課題及びそれに対する考え方について 

＜主な意見＞ 

 通信の信頼性について、誰が保証するのかという問題があるとの意見がある。 

 後続無人隊列走行の場合、後続車両の状況をドライブレコーダーやイベント

データレコーダー等により把握する必要があるとの意見がある。 

 あるべきセキュリティについては、今後業界内で議論する必要があるとの意

見がある。 

＜個別意見例＞ 
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 開発に当たっては、物流事業者の協力が必要不可欠である。また、混

在交通下で安全に運用するため、道路インフラ側の支援や制度整備を

検討する必要がある。（トラックメーカー） 

 ドライブレコーダーやイベントデータレコーダー等で取得・利用する

データについて、後続有人隊列走行の場合と後続無人隊列走行の場合

とでは異なるものと考えている。後続無人隊列走行の場合は、後続車

両に運転者が乗車していないことが前提となるため、後続車両の状況

をデータとしてより詳細に把握する必要があると考えている。（トラッ

クメーカー） 

 データについて考える際には、サイバーセキュリティについても留意

が必要である。隊列走行の場合は、通信を利用することが前提となる

ことから、IoT18を参考としつつ、セキュリティ上求められる要件等に

ついて、今後業界内で検討する必要があると考えられる（トラックメ

ーカー） 

 後続無人隊列走行には、従来の牽引と同等に堅ろうな電子連結が求め

られるところであるが、その信頼性や精度を誰が保証するのかという

問題がある。通信会社からは、通信が 100％切断しないとは保証できな

いと言われているところ、カーメーカーが通信を多重化することでそ

の接続を保証することができるのかどうかについて検討する必要があ

る。（トラックメーカー） 

 

(5) 法制度上整備すべきと考える事項（特に道路交通法において）について 

＜主な意見＞ 

 国際協調の下、自動運転に係るルールが全世界で調和されることが望ましい

との意見がある。 

＜個別意見例＞ 

 各国で交通ルール等が異なると、当該国での販売に当たって個別の開

発が必要となることから、国際協調の下、自動運転に係るルールが全

世界で調和されることが望ましい。（トラックメーカー） 

 国内法（道路交通法や道路運送車両法等）よりも、後続無人隊列走行

がジュネーブ条約上どのように位置付けられるのかといった、条約に

関する国際的な議論の方向性や、国際協調の進展が重要であると考え

ている。（トラックメーカー） 

 

                                                        
18 Internet of Things の略 
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第３章 海外視察 

第１節 海外視察の概要 

１ 目的 

SAE レベル３以上の自動運転システム及び隊列走行の実用化に向けた取組を実施

している又は実施する予定がある旨の情報が得られている国について視察を行い、

自動運転システムに関する実験の実施状況、制度整備等の状況、実用化に当たって

の課題等について調査することを目的として、海外視察を実施した。 

 

２ 実施概要 

(1) 実施期間 

平成 29 年 10 月 

(2) 実施主体 

調査検討委員会事務局（みずほ情報総研株式会社及び警察庁） 

(3) 視察対象国と選定理由 

表９に示すとおり、３か国を対象として選定し、視察を実施した。 

【表９】視察対象国と選定理由 

国名 選定理由 

ドイツ 2017 年５月、システムが要求した場合に運転者が運転操作を

遅滞なく引き受ける自動運転車両（SAE レベル３相当）の実用

化に向けた関係法令が改正されたとのことから、法改正の具体

的内容、実用化を目指すシステムの具体的機能、国際条約と国

内法・自動運転機能の整合性に関する考え方、今後の制度整備

の方向性や課題等について、行政機関から聴取する。 

2018 年からミュンヘン－ニュルンベルグ間で隊列走行の実証

実験を行う予定とのことから、トラックの隊列走行に関し、技

術開発の状況や方向性、国際条約との整合性に関する考え方、

今後の制度整備の方向性や課題等について、行政機関から聴取

する。 

オランダ オランダが主導する EU Truck Platooning Challenge 2016 プ

ロジェクトとして、欧州６か国から公道をトラックが隊列走行

し、ロッテルダムに集結するという大規模実証実験が行われた

ことから、トラックの隊列走行に関し、技術開発の状況や方向

性、国際条約との整合性に関する考え方、今後の制度整備の方

向性や課題等について、行政機関から聴取する。 
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フィンランド SOHJOAプロジェクトの１つとして、2016年８月から、無人自

動運転バスの公道実証実験を混在交通の中で実施していること

から、実験の実施状況、国内法上の整理、国際条約と国内法・

自動運転機能との整合性に関する考え方、今後の制度整備の方

向性や課題等について、行政機関から聴取する。 

 

３ 調査項目 

 表 10 に示す調査項目について調査を実施した。 

【表 10】調査項目 

１ 自動運転全体について 

○ 自動運転に対する期待、姿勢等 

○ これまでの取組内容 

○ 今後の制度整備及び事業化に係る方針              等 

２ SAE レベル３以上の自動運転システムについて 

 ○ 制度整備状況（実験及び実用化）、民間開発状況等 

 ○ 法律上・運用上の課題及びそれに対する考え方について      等 

３ 高速道路におけるトラックの隊列走行について 

 ○ 制度整備状況（実験及び実用化）、民間開発状況等 

 ○ 法律上・運用上の課題及びそれに対する考え方について      等 

４ その他（自動運転に係る課題について） 

 ○ 国民の理解や受容性の状況 

 ○ 保険の種類                          等 
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第２節 海外視察の結果 

１ ドイツ 

視察先 ■ 

Federal Ministry of Transport and Digital Infrastructure 

 Head of Division DG 24, Intelligent Transport 

Systems, Automated Driving 

 Deputy Head of Division DG 24 

日 時 ■ 平成 29 年 10 月 27 日（金）10:00～12:30 

 

１ 自動運転全体について 

 2015 年、ドイツ政府は自動運転に関する戦略を打ち出した。この戦略では主

に、自動運転の定義のほか、インフラや法整備に係る戦略を示しており、2017

年 10 月現在まで、上記戦略に基づき自動運転の取組を進めている。 

 自動運転のレベルはSAEレベルに準拠しているが、BASt（The Federal Highway 

Research Institute）では、ドイツ独自の自動運転のレベルを５段階で設定し

ており、BASt のレベル３は高度な自動運転（Highly automation）、レベル４

は完全な自動運転（Fully automation）を示し、いずれも有人の運転を前提と

している。表現は異なるが、各レベルの内容は SAE と共通である。 

 インフラ戦略については、自動運転の普及につれて車車間や路車間通信等を可

能とするブロードバンド網や携帯電話網等のデジタルインフラの整備のほか、

より高度な自動運転レベルやそのテストに備えた道路等の社会インフラの整備

が必要であるとしている。 

 現在、BMVI（Federal Ministry of Transport and Digital Infrastructure）

では、デジタルインフラの整備を主導しており、ドイツ全土にブロードバンド

網を普及させる取組を開始している。同時に、自動運転の通信技術として５Ｇ

の活用を視野に入れており、５Ｇ技術の調査研究も行っている。 

 法整備の戦略については、従来はドライバーのみに運転の責任が課されていた

が、特にレベル３以上の自動運転の場合は、ドライバー以外の者に運転の責任

が課されることが想定されるため、責任の所在という観点から法改正を行う必

要性が述べられている。この戦略を基に、2017年５月、道路交通法（the Road 

Traffic Act（運転者の義務のみならず、賠償責任、車両登録等についても規

定している法律（以下この節において「法」という。）））の改正を行った。 

 

２ SAE レベル３以上の自動運転システムについて 

【制度整備状況】 

 2017 年５月、レベル３やレベル４の自動運転の普及を見据え、法改正を実施

した（以下この節において、改正された法を「改正法」という。）。 

 改正法では、ドライバーの存在を前提とし、レベル２以下の自動運転について

も適用されるが、レベル２以下とレベル３以上では自動運転のシステムや責任
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の所在が大きく異なることから、今後の状況を見極めた上で、責任の拠り所等

を明確にすることが法改正の趣旨である。 

 産業界からは、要求が高いという声もあったが、国民の交通の安全に鑑みて、

責任や義務について明確にする必要があると考えた。 

 一方、レベル５については法整備をまだ検討していない。ドイツが締約してい

るウィーン条約では「車両にはドライバーがいなければならない」と規定され

ているため、ドライバーがいることを前提としている。 

 

【改正法の主要な点について】 

○改正法第１ａ条 

 第１ａ条では、自動運転車両の技術的条件について規定している。レベル３や

レベル４の車両においては、今までドライバーが察知して行動してきたこと

（例：標識に合わせて走行すること）について、システムが実施可能であるこ

とを示している。 

 また、自動運転車両を使用するユーザーは、車両の技術については精通してお

らず、分厚いマニュアルを渡しても十分に理解することが難しい。例えば、ハ

ンドルから手を離した場合に何が発生するのか、交通事故等における責任の所

在はどうなるのか知らないことが想定される。 

 そこで、改正法では、消費者保護の観点から、販売する車両がレベル３やレベ

ル４のシステムを有していること、また、認知や操舵は法に従って機能するこ

とを、ユーザーに対して説明するよう自動車メーカーに義務付けている。そし

て、保証範囲内で発生した交通事故等においては、保証の瑕疵があったとして

自動車メーカーの責任となることとしている。こうした消費者保護の観点は、

連邦議会からの意見を反映している。 

 また、レベル３の機能を利用できる場所や利用方法について明確に示すよう、

自動車メーカーに求めている。 

 第１ａ条の第３項では、車両の許認可について記載されている。レベル３以上

の自動運転の車両は、UNECE19のWP2920の規定又はEUの特例の規定に基づいて許

認可を受けたものである必要がある。車両を大量生産する場合には、WP29 の

規定にのっとって許認可を受ける必要があるが、実証実験用の車両等、特別に

許認可が欲しい場合は、EU の特例の規定に基づいて許認可を受ければよい。 

 

○改正法第１ｂ条 

 第１ｂ条では、ドライバーの義務と責任について規定している。 

 第１ｂ条第１項では、ドライバーの権利を規定しており、レベル３や４のシス

テムによって走行している場合には、ドライバーは運転操作を行わなくてもよ

く、また、周辺環境を確認しなくてもよいこととしている。 

                                                        
19 United Nations Economic Commission for Europe（国際連合欧州経済委員会）の略 
20 World Forum for Harmonization of Vehicle Regulations（自動車基準調和世界フォーラム）の通称 
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 ただし、上記のためには条件があり、その条件を第１ｂ条第２項で規定してい

る。第２項では、ドライバーの義務として「ドライバーはいかなるときも知覚

可能な状態でいなければならない」と規定している。 

 また、レベル３やレベル４の自動運転システムがドライバーにテイクオーバー

を要求したときにはドライバーが自身で操舵することを義務付けている。 

 現行法では、運転中の携帯電話の使用は禁止されている。しかし、レベル３や

レベル４のシステムによって走行し、かつ第１ｂ条の条件を満たしていれば、

セカンダリアクティビティとして携帯電話を使用することは可能である。 

 

○改正法第 63ａ条 

 第 63ａ条では、交通事故等の場合を想定し、データを保存する機能が必要で

あることを規定している。将来的には、データ保存の規則は、国際的に整合性

のとれたものにしていきたい。 

 保存するデータは、自動運転システムのオン・オフのログである。これによっ

て、いつ誰（何）が運転していたのか分かり、運転主体がドライバーであった

のか又はシステムであったのかを把握することができる。ドイツ人のデータ保

護に関する考え方に基づいて、具体的に誰が乗っていたのか、どのくらいの速

度で走行していたのかに関わるデータ等は、保存するデータに含まれていない。 

 また、第 63ａ条では、道路交通の監督当局が上記のデータへアクセスできる

ことについても規定している。システムが運転者にテイクオーバーを求めたの

か、システムがエラーを出していたのか、というデータは道路管轄局に提供さ

れるようになっている。 

 データの保存期間は第 63ａ条の第４項に規定しており、６か月と定めている。

保存期間が６か月を超えるとデータは削除される。草案ではデータの保存期間

を３年としていたが、国会議員から保存期間が長過ぎるとの指摘を受け、６か

月とした。ただし、事故等の解明に必要であれば、データ保存期間は３年まで

延長できるよう定めている。 

 一方、事故前後のデータ保存時間（例えば、事故前後、数分間分のデータを保

存する等）については、特に規定していない。 

 データ保護については、まだ曖昧な部分も多い。ドイツとしては、国際的なデ

ータ保護の規定が定められることを待ち望んでいる。その国際的な規定に基づ

き、今後、データ保護について規定していきたい。 

 

【法律上・運用上の課題及びそれに対する考え方】 

○運転者について 

 改正法は、ドライバーがいることを前提としている。そのため、ドライバーな

しで走行するレベル５は、改正法の対象外である。 

 レベル３やレベル４の自動運転車両の運転者向けに新たに運転免許証を発行す

ることは検討していない。レベル３やレベル４であっても、現在の運転免許証
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で対応することができ、テイクオーバーのための特別なスキルや、特別な運転

免許証は必要ではないと考えている。 

 レベル３やレベル４の自動運転車両を運転する場合であっても、自動運転シス

テムを起動するかどうかはドライバーである人間の考えに依存する。システム

を起動して走行するのであれば、テイクオーバーの可能性があることをドライ

バーは理解しているはずである。 

 システムがテイクオーバーを要求した際に、ドライバーはすぐに反応し対応で

きる状態でいなければならないため、セカンダリアクティビティとして睡眠は

認められない。 

 現行法上、運転中の携帯電話の使用は違法である。運転者席にいる者が携帯電

話を使用して走行している車両が自動運転車両なのか否か、また、自動運転シ

ステムによって走行しているか否かについては外見上分からないため、警察は

嫌疑があるとして、まずはその車両を停止させることができる。 

 

○自動運転システムについて 

 UNECEのWP29には、安全を担保するための最低限の技術的仕様を世界標準とし

て定めてもらい、その標準にのっとって、自動車メーカーが機能や車両内の仕

様、デザイン等を決めていくようにして、自動車メーカーに自由裁量を残して

いきたい。 

 自由裁量の結果、事故が多発すれば、自動車メーカーの地位は失墜し、市場で

の価値が低下する。そのため、ある程度自動車メーカーの自由裁量を残したと

しても、安全性は担保されると考えている。 

 レベル３以上のシステムを持つ自動運転車両の場合、その車両を詳細に確認し

て型式認定を行う。型式認定を行う際は、自動運転機能も含めた機能のチェッ

クや技術的な試験を通じ、詳細に確認する。型式認定を受けることで、自動車

メーカーは車両の量産が可能となる。 

 データ保護の観点から、改正法においても国として不要なデータは取得しない

こととした。法律内で対象となったデータは、消費者の許可を得ずともメーカ

ー等が取得できることになるため、その影響について考慮した結果である。 

 事故のデータがあれば、事故の原因や責任の所在の究明に役立つため、警察や

研究機関、また保険会社から事故データの保存について強く要望されていたが、

事故データの保存は、自動運転車両だけでなく、自動運転機能が搭載されてい

ない一般車両にも関連する論点であることから、今回の改正法では、事故デー

タの保存については、規定していない。 

 

○事故時について 

 ドイツでは事故が発生した場合、車両の所有者が責任を負うという規定がある

ため、自動車を所有する全ての人は、責任保険に加入しなければならない。自

動運転システムの事故であっても、事故が発生した場合の被害者への損害賠償

は、車両の所有者の責任保険によって賄われる。 
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 改正法では、損害賠償額の上限の引き上げを行った。その理由は、自動運転の

普及によって、事故の数は減少するものの、事故で発生する賠償額は高くなる

ためである。例えば、自動運転用のセンサーを有するバンパーが破損した場合、

一般的な車両のバンパーに比べて補償額は高くなる。また、システムは完全で

はないため保証が必要だという倫理的な観点もある。 

 製造物責任は、自動運転の場合でも、従来と同様に自動車メーカーにある。事

故の際は、車両の所有者の責任保険によって賄われる。その後、保険会社は自

動車メーカーと損害賠償について協議する。 

 事故の際、裁判後に被害者へ損害賠償を行うことになると、被害者は損害賠償

を受け取るまでに長期間待ち続ける必要がある。現行法では、まず被害者に損

害賠償金を支払い、その後裁判を行う仕組みとしている。自動運転の事故の場

合であっても、こうした仕組みを採用し、損害賠償を支払う際は、ドライバー、

保険会社、自動車メーカーで負担する損害賠償の割合を決めて迅速に行うよう

にしていきたい。 

 なお、裁判については特別な裁判を開催することはない。ドライバーと被害者

の問題であれば、法に従った通常の民事訴訟となる。 

 

○レベル５の実証実験について 

 レベル５を想定した公道での実証実験を実施している。将来的な近距離交通で

の利用を想定した小型バスを用いたものや、助成金を出して行っている研究開

発プロジェクトもある。ただし、まだ実証実験の段階であるため、テスト車両

の認可に加え、実証実験を行うドライバーについてもあらかじめ指定した上で

公道での実証実験が行われている。 

 

３ 高速道路におけるトラックの隊列走行について 

 トラックの隊列走行は、現在実証実験を進めている路車間通信、車車間通信等

のような自動運転関連機能の一つとして位置付けている。 

 アウトバーンＡ９や街の一部のほか、ドイツ、フランス及びルクセンブルクの

国境付近を隊列走行の実証実験を行う場所として提供している。 

 EU では、国をまたいだ隊列走行の実証実験を１年程前に行った。実証実験の

結果から、法律面のほか、安全性や効率性等の様々な課題や問題が山積してい

ることが分かり、個々の車で自動運転するよりも複雑な問題があることを認識

した。また、隊列走行では、複数のトラックメーカーが隊列を組む場合もあり、

トラックメーカーが抱える課題も多数存在することが分かった。 

 重要な点として、隊列走行を行う上では費用対効果を検討する必要がある。ア

メリカは広大な土地で隊列走行ができる一方、ドイツのアウトバーンでは自動

車の流入・流出が激しく、こうした環境の中で隊列走行によって効率性が高ま

るのか、また、投資する費用や時間、労力に見合うのかどうか等について更な

る検討が必要である。 
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 また、隊列走行では、労働法についても検討を行う必要がある。例えば、先頭

と２台目以降のドライバーでは責任が異なる可能性があり、また、２台目以降

のドライバーは車両内で運転以外の作業を行ったり、休憩したりする可能性が

あるところ、この場合、２台目以降のドライバーについて、車両内にいる時間

を労働時間とみなすのか、賃金はどうするのか、という論点がある。 

 その他にも隊列走行には様々な問題がある。例えば、様々な自動車メーカーの

車両との隊列を行う手続は複雑であるため、その場合のドライバーの手当てを

どうするかという問題、先頭車両と空気抵抗が低減する２台目以降の車両とで

は燃費に差が出るため、その差分をどのように負担するかという問題、隊列走

行を組む場合と隊列走行から抜ける場合、いつ、誰が、どのようにその判断を

行うのかという問題等がある。また、ドイツではトラックを運転すると都度休

憩を取ることが義務付けられているところ、隊列走行を行った場合、後続車両

の運転者も同様に取り扱うのか検討する必要がある。 

 こうした隊列走行に関わる問題は、ドイツだけでなく、EU として取り組むこ

ととしている。その中で、BMVI としてどのような取組を行うべきかについて

検討を進めている。 

 ドイツでは、トラックに関連する事故が多く、高速道路の渋滞の原因として見

ている人もおり、トラックの印象が良くない。隊列走行を実現するためには、

安全性と環境負荷の低減等の利点をアピールする必要がある。 

 隊列走行の実証実験の結果を検討し、必要があれば法改正を行うが、実証実験

は現在、事実検証を行っている段階であり、法改正に至るまではまだ時間が掛

かると考えている。 

 EU のトラックメーカーは、EU だけでなく、アメリカやオーストラリア等、道

路幅が広く、長距離のカーゴ輸送を行っている国々での活用も視野に入れてい

る。 

 

４ その他（自動運転に係る課題について） 

 現在、市場に出回っている車両はレベル２までであるが、それ以上のレベルの

自動運転機能を搭載しているかのような印象を与えて過信を招くおそれのある

ケースがある。 

 保険会社からは、個人向けの自動運転車両用の保険は従来の保険と同様だと聞

いている。保険料については、具体的な回答は得られていないが、少なくとも

自動運転に向けて保険料が高まるとは聞いていない。また、自動車メーカー向

けの保険も従来どおりだと聞いている。 

 保険会社は、自動運転の普及によって事故数は減少すると考えているようであ

る。 

 自動車メーカーは、交通事故等に備え、消費者が当然理解できる程度に証明能

力のあるマニュアルを作る作業に忙しいと聞いている。 
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 自動運転に対する国民の受容についてアンケート調査をすると、自動運転に良

い印象を持つ人とそうではない人が同程度の割合で存在する。自動運転を国民

に受容してもらえるよう、国民が自動運転に触れる機会を増やしていきたい。

また、こうした機会を設けることで、より様々な意見を集めることができると

考えている。 

 自動運転車両は交通規制を遵守するため、制限速度を多少超えた速度で運転す

ることが好きな人は、自動運転を否定的に捉えている一方、自転車で走行する

人や歩行者は、現在よりも安全に移動できるため、好意的に捉えている。 

 従来の自動車であれば、運転主体が人間であるため、事故が発生したとしても

当事者は人間であった。しかし、自動運転車両が走行するということは、道路

交通において、システムが人間と同等の権利を持って人間と同じように参加し

ているという点で、倫理的な問題が出てくる。また、交通事故等が発生した場

合、人間とシステムとをどう捉えるかという問題が発生する。自動運転を含む

デジタル化の時代においては、こうした倫理的な問題がつきまとう。  
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２ オランダ 

視察先 ■ 

Ministerie van Infrastructuur en Waterstaat  

(Ministry of Infrastructure and Water Management) 

 Directorate for Roads and Traffic Safety,          

Deputy Project Leader Self Driving Vehicles 

 Directoraat-generaal Mobiliteit, Senior 

Beleidsmedewerker (Directorate-general Mobility, 

Senior Policy Officer) 

 Rijkstrainee Smart Mobility (Policy Officer, Smart 

Mobility) 

日 時 ■ 平成 29 年 10 月 30 日（月）13:00～16:30 

 

１ 自動運転全体について 

 2015 年、隊列走行を含む自動運転の実証実験をオランダ国内で行えるよう、

法律を微修正し、大臣令によって法令改正を行った。これによって、自動運転

の実証実験を例外的に許可することができるようになった。ただし、実証実験

を行う上では、ドライバーが車両内にいることを前提条件としている。 

 現行の法律は、車両内にドライバーがいない状態で走行することを想定してい

ないため、将来に向けて、車両外にドライバーがいる形態での自動運転の実証

実験を実施できるよう、現在、法律改正の取りまとめを行っている。 

 また、欧州では、自動運転の実現に向けて、欧州全体で用いられる型式認証を

今後変更する予定である。 

 

２ SAE レベル３以上の自動運転システムについて 

【法制度整備状況】 

 ドライバーが車両外にいる形態での自動運転について法律改正の検討を進めて

いるが、改正は容易ではない。まずは実証実験の検証を行い、数年後には法律

に反映していきたいと考えている。 

 アムステルダム宣言では、2019 年までに欧州での自動運転の実現を宣言して

いる。その中で、欧州全土で利用できる型式認証について WP29 で検討が進め

られており、一つの型式認証で欧州全体をカバーできるものにしていく予定と

なっている。 

 一方、オランダでは国内の法改正に向けた取組を欧州の動きと併せて進めてい

る。SAE レベル３の車両が走行する場合、システムを信用して走行することに

なるが、車両の中で何ができるのか（セカンダリアクティビティとして何が許

容されるか）について検討が必要になる。 
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 自動運転の普及は各国でばらつきがあることが想定される。交通の安全性を考

慮すると、各国が足並みを揃えて自動運転の実現に向けて取り組むべきと考え

ている。 

 

【法律上・運用上の課題及びそれに対する考え方について】 

○運転者について 

 ドライバーの定義は欧州各国で異なり、さらに、車両内にドライバーがいない

形態での実証実験についても欧州において共通認識がとれていない。こうした

欧州の状況があるため、オランダは、欧州全体で調和を図るべきだと主張して

いる。 

 ドライバーが車両の操作を行う可能性があれば、その際の責任はドライバーに

課される可能性があるため、セカンダリアクティビティは許容すべきではない

との意見もある。 

 セカンダリアクティビティの議論を行うためには、まずその定義が必要である

が、まだ完全には定義できていない。 

 今後、人間とシステムがどのようにインタラクションを行うのかについて検討

する必要があり、検討の結果、セカンダリアクティビティの内容が定まるかも

しれない。 

 SAE レベル３の実用化に向けては、一国のみの取組では難しいため、欧州全体

で歩調を合わせて検討していく必要がある。そのため、技術的な需要やセカン

ダリアクティビティも欧州全体で話し合うべきである。国によっては、セカン

ダリアクティビティを認めたくない国もあるかもしれないため、セカンダリア

クティビティはドライバーに強制するものではなく、あくまでもドライバーが

行ってもよいものとして取り扱われることで検討が進むのではないかと考えて

いる。 

 

○責任について 

 ドライバーの責任範囲は重要な論点である。技術の進展に伴い、人間と車両の

インタラクションが必要となり、その両面を注視して検討する必要がある。ま

た、保険会社や自動車メーカーとの議論を通じて、誰が責任を負うのか話し合

いを行っていきたい。責任の問題は、政府と業界が一緒に協力して検討してい

くべき課題である。 

 ドライバーの責任は状況によって変わるため、非常に複雑な問題であり、一つ

の対策のみで全てを解決できるわけではない。 

 現在のオランダの法律では、車両の所有者が賠償責任を負うことと規定してい

る。 

 自動運転における責任には、事故に対する責任のほか、過失に対する責任、賠

償する責任という３つの視点がある。 

 システムは正しくメンテナンスされて初めて機能する。例えば、センサーの清

掃が十分ではないために招いた事故の場合は、清掃する必要性を示さなかった
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メーカーの責任なのか、又は清掃を怠って運転した車両のドライバーの責任な

のかという問題がある。また、システムのアップデートを行わずに起こった事

故であれば、どこが責任を負うのかという問題もあるなど、責任についてはま

だ不明確な部分が多く、課題が山積している。 

 SAE レベル３以上のための法律改正における最大の問題は、事故が発生した際

の車両の安全性やドライバーの役割である。一方、賠償責任については、オラ

ンダでは全ての車両に保険を掛けるようにしているため、重大な問題だとは考

えていない。 

 

○自動運転システムについて 

 データ保存の義務化を検討する動きも出ている。車両にはイベントデータレコ

ーダー又はデータ保存機能を有する装置を載せる必要があると考えている。 

 ただし、全てのデータの提供までは義務化しない。政府が調査を行う上で最低

限必要となるデータ、例えば、システムが作動しているかどうか、また周囲の

車両がどのように反応しているかについてのデータは提供してほしいと考えて

いる。 

 おそらく実用化の段階では、特に事故時の対応のために、車両にデータレコー

ダーを載せる必要があると考えている。 

 

○安全確保措置等 

 小型バスの実証実験を行うに当たり、車両基準に適合しなかったため、新たに

カメラやシステムの追加、補強等の改良を加える必要が生じた。 

 車両が型式認証を取得したものであると、安全に利用することができる。 

 

○事故について 

 現在の交通事故のうち、70％から 90％は、運転者が飲酒運転、脇見運転、ス

ピード違反等の法律違反をしたことにより生じたものであり、こうした事故の

多くは自動運転によって解決できると考えている。 

 他方、自動運転の普及によって、事故が完全に無くなることはない。自動運転

によって今まで人間が運転している時には起こり得なかった事故も発生するが、

事故の数自体は現在よりも減少すると考えている。 

 SAE レベル２や SAE レベル３の車両が混在し、人間がその自動運転機能を正確

に理解していない場合は、現在よりも事故の発生率が高くなるおそれがある。

また、SAE レベル３の車両では、システムがユーザーに発するメッセージが明

確でなければならない。 

 

【SAE レベル３以上の実証実験の状況】 

 SAE レベル３の実証実験はまだ行われていない。まずは、欧州全体で SAE レベ

ル３のドライバーが担うタスク等を話し合った上で、実証実験に取り掛かるべ

きであると考えている。 
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 オランダ北部のある街では、自動運転用の小型バスを用いた SAE レベル５を想

定した実証実験を行っている。安全性を考慮し、また他の交通主体に恐怖心を

抱かせないよう、交通指導員を配置した上で低速で実施している。 

 この実験では、車両内に「スチュワート」と呼ばれる人が乗車している。スチ

ュワートは基本的に周辺環境の確認のみを行うが、必要に応じて、車両内のス

ティックによって車両の操舵を行い、緊急時には、車両内にある緊急停止ボタ

ンを押すことができるなど、ドライバーの役割を担っている。 

 

３ 高速道路におけるトラックの隊列走行について 

【隊列走行の形態について】 

 ２台又は３台のトラックを用いた隊列走行の実証実験を公道で行っている。シ

ステムや接続が途切れた場合に安全に走行ができるよう、全てのトラックにド

ライバーを乗車させ、緊急時にはドライバーが操作できるような体制を敷いて

いる。 

 現在の法律では、後続車両のドライバーも法的なドライバーとみなされるが、

将来的には、先頭車両のドライバーが後続車両のドライバーにもなると考えて

いる。 

 接続が途切れると車間距離が長くなり、安全を脅かすおそれがある。そのため、

トラック間の接続に関するデータの解析を行うため、テスト場でも実証実験を

行っている。 

 現在の実証実験では、加減速のみをシステムが行い、操舵はドライバー自身が

行っている形態であり、システムが操舵を行えるまでには技術的に至っていな

い。現在の実証実験は、比較的な簡易なものであるが、高度な実証を行うため

に段階的に実証実験を行っていきたい。 

 

【制度整備状況、民間開発状況等】 

○ガイドラインについて 

 オランダの交通状況等を他国のドライバーに示す（ある交通状況においてどの

ような操作が求められるかを示した）ガイドラインとして Code of Practice 

があるが、法的な規制ではない。 

 Code of Practice では、例えば、ラウンドアバウトの使用方法を示している。

特に隊列走行では、ラウンドアバウトにおいて、進入しようとしている他の車

両を隊列走行の後続の車両が確認できないほか、トラック間の接続が途切れや

すいことが問題となるところ、途切れず、かつ、環境負荷の低い運転を行うた

めには、トラック間で一定の距離を保つ必要がある。また、他国のドライバー

がオランダの道路標識を確認しても理解できない場合や、オランダ人にとって

は空いている交通状況であっても、他国の人にとっては混んでいると考える場

合もあることから、こうした交通状況や留意点についても説明している。 
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○実験の許可について 

 法的な面では、隊列走行の実証実験を公道で行うための許可制度が存在し、実

証実験を行うための例外許可は RDW という機関が発行する。 

 例外許可を発行するまでのプロセスについては、まず実証実験に関心のある実

施主体とともに、実証実験の内容や場所、検証する機能を決める。その後、電

磁システムが他の影響を受けず、冗長性があることを証明するために、ストレ

ステストを行う。また、実施主体は保険に加入する必要がある。 

 こうしたプロセスを踏むことで、公道での実証実験の例外許可が発行される。

この許可によって、実施主体は特定の時間や場所で特定の車両を用いた実証実

験を行うことができるようになり、実験実施後、関係者全員で評価を行う。 

 車両単体のスペックやレベルについては実施主体が決めるものであるため、許

可の際には考慮に入れていない。 

 政府としては例外許可を発行することでリスクを負っている。また、実施主体

は許可を得ることで自信を持って実証実験を行うことができる。これがこの許

可制度の強みであり、実施主体に政府が信頼を置く形で実証実験を行うことが

できる。 

 実際に隊列走行を行う場合は、トラック間の車間距離を短くして走行する例外

許可を受け、実証実験が行われている。 

 また、公道において隊列走行以外の自動運転の実証実験を行う際も、上記の例

外許可を受ける必要がある。 

 

【法律上・運用上の課題及びそれに対する考え方について】 

○車間距離 

 現在の技術では、車間時間（車間距離を走行速度で割ったもの）を 0.7 秒から

0.8 秒程度として走行することができる。しかし、現在公道で行っている実証

実験では、有事の際に後続のドライバーが介入することができるよう、0.8 秒

以上の車間時間をとって実証実験を行っている。 

 技術の進展に伴い、車間時間は 0.3 秒程度まで縮めることが可能であると考え

ている。この車間時間になると、後続のドライバーが運転に介入することは期

待できないため、先頭車両のドライバーが後続車両のドライバーになると考え

られる。 

 実証実験の結果から、車間距離が長すぎると、他の車両が隊列走行に割り込み、

危険であることが分かった。他の車両が隊列走行に割り込むと、走行速度を遅

くする必要がある。また、他の車両が追い越す場合も隊列走行によって前方の

車両や状況を確認できないため、危険である。 

 車間距離は、冗長性によって変わるものである。近隣各国の中には、車間時間

や車間距離を具体的な秒数や距離で規定している国もあるが、オランダでは、

安全な車間距離をとるよう示しているのみであり、融通が利く。隊列走行の車

間距離については、数値的に決めるよりは、システムの機能や性能に基づいて

決定したほうがよい。 
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○車線変更 

 ガイドラインでは、全車両が同時に車線変更することを奨励している。先頭車

が車線変更を決断した上で、全車両のドライバー同士が無線で会話し、どのよ

うに車線変更を行うかを決定する。 

 全車両が車線変更をするか、一番後ろの車両から順に車線変更を行い、最後に

先頭車両が車線変更を行うことがよいと考えているが、政府は実施主体に対し、

安全に実証実験を行うことのみを伝えており、具体的な車線変更の方法は規定

していない。 

 車線変更は非常に難しい問題であると捉えている。車線変更のシステムの仕様

を決めるには、安全性を考慮した上で、周囲の車両との距離について定量的に

考える必要がある。しかし、こうした仕様はまだ完成していない。また、安全

な車線変更を検討するに当たっては、車両の速度のほか、走行車線や、運転し

ている場所の文化の違いについて考慮する必要がある。 

 

○走行速度 

 50 メートルから 70 メートルの車間距離で走行する隊列走行の実験では、80 キ

ロメートル毎時で走行している。一般車両の高速道路における実勢速度が 100

キロメートル毎時から 120 キロメートル毎時であるため、トラックの隊列は同

時に車線変更を行わないと、追い越し等による事故の危険性が高まるため、ほ

ぼ同時に車線変更している。実証実験の結果から、安全面を考慮して、数台の

車両が一台の車両のように走行することが重要であることが分かった。 

 

○車列の台数・全長 

 隊列走行の台数が多いと、他の車両が高速道路に合流・分流することが難しく

なるため、２台又は３台という少ない台数で実証実験を行っている。 

 隊列を組んだとしても、その後、車両ごとに目的地に向かうため１台ずつ分散

して走行することになる。確かに隊列走行の台数が多くなるほど走行によって

発生する環境の負荷は軽減するが、十数台の隊列走行について社会的に需要が

あるのか不明であり、課題として捉えている。 

 数台が隊列走行によって走行することは、いわば非常に長大なトラックが走行

することになることから、道路、橋その他の社会インフラに対して負荷が掛か

ることになる。 

 

○走行すべき車線 

 高速道路での実証実験を行うに当たり、専用車線は設けていない。現在、高速

道路では、トラックは最も右側の車線又はその左側の車線（第１車線又は第２

車線）しか走行することができず、実証実験においてもそのように運用してい

る。 
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 隊列走行用の専用車線を設けてしまうと、一般車両が満足に走行できる交通容

量を確保できず、隊列走行に対する社会の合意は得にくくなる。現時点におい

て、車線を増やす余裕もないため、専用車線を設けることはできない。 

 現在は、１台目の車両が速度や操舵を判断し、後続の車両がその判断に応える

状態であるため、長大な車両が走行しているような印象を他の道路利用者は受

けている。 

 

○運転免許制度等の在り方 

 運転免許については、隊列走行が実用化される段階で議論するテーマだと考え

ている。 

 現在、全長が 25 メートル以上のトラックを運転するには特殊な運転免許が必

要であるが、実証実験の段階で新たな運転免許制度を導入しても、その運転免

許を取得しようとする人数が少ない場合は、運転免許試験やトレーニングへの

投資対効果が見合わない。 

 

○隊列走行における事故等について 

 隊列走行の実証実験では、一般車両が隊列走行に割り込み、そのまま隊列走行

の間を通過するように車線変更をして他の車両に衝突した事故があった。ただ

し、その事故の原因が隊列走行にあるのか、それとも割り込んだ車両にあるの

かは定かではない。 

 その他にも、隊列を組むまでに時間を要し、１台のトラックが他のトラックを

待つために路肩（故障車両等が停車するための場所）に違法に停車してしまっ

たことがあった。また、ジャーナリストが写真を撮ろうとして事故が発生した

こともあった。 

 

○警察による取締り等について 

 現在の例外許可の認可制度のプロセスの中で、警察は関与していないが、例外

許可が発行されたという情報は警察に通知している。ただし、その情報を警察

官全員が知っているかどうかは別問題であり、隊列走行をしていることを警察

官がどのように把握するのかという問題がある。単にステッカー等を貼って周

知するのみでは対策にならないと考えている。 

 

○各主体の連携について 

 様々なトラックメーカーの車両による隊列走行を実現するためには、複数企業

が協力してシステムの連携を可能にしなければならないが、その連携は難しい

課題となっている。 

 現在、システム連携について自動車メーカーが検討している段階だと思われる

が、自動車メーカー各社とも、システムのコアとなる部分は連携したくないと

考えている。 
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 各社、秘密を保持する必要があり、またカルテルを組んではならないとしてい

る。ただし、イノベーションの目的では企業間の情報交換は認められている。 

 また、今までは、道路企業は道路を作り、自動車メーカーは車両を作り、警察

はどのように人が走行するのかを見るなど、各主体は連携せずに独自の取組を

行ってきた。しかし、今後の自動運転システムの普及に当たっては、道路企業、

自動車メーカー、警察がお互いに連携していく必要がある。 

 こうした連携を実現するには時間が掛かる。オランダでは、2007 年に対話を

行うよう促し、最近になってようやく始まったところである。 

 

○不測の事態が発生した場合の対応 

 トラックメーカーも政府も、実証実験前にシステムの調査を徹底的に行い、ど

のようなリスクがあるかを確認している。一方、実証実験の段階では、小さな

事故は発生するものだと考えている。そうした万が一の事故に備え、対応策を

事前に準備しておくべきであり、実物を確認し、システムのストレスチェック

を徹底的に行うこと等が必要である。 

 

○その他 

 規制は、社会の動きに従って導入するべきだと考えている。 

 オランダは、欧州の動きを確認しながら自動運転に係る取組を進めると同時に、

欧州各国に規制やイノベーションに調和したオランダの取組を示している。 

 実証実験では、現在開発されている技術が社会やビジネスにどのように応用で

きるかに焦点を当てている。 

 隊列走行を実現するためには、例えば、隊列走行によって品物を運送すること

にスーパーマーケット側は関心を持っているのか等を調査し、ビジネスの関心

を想起させる必要があり、また、国境を越えた物流も現在検討している。こう

したリアルライフのケースに対して投資を行っている。 

 各国によって、また、ドイツでは州によって法規制が異なる。国や州をまたい

で隊列走行を行う場合には、その国や州との調和を図っていくことが重要であ

ることを実証実験から学んだ。 

 トラックの業界団体からは、隊列走行によってドライバーの職が失われると不

安の声が挙がっている。 

 

４ その他（自動運転に係る課題について） 

 保険については、実証実験用の保険を掛けて実証実験が行われている。保険の

主体は実験主体であり、例外許可を受けるための一つの条件として保険の加入

がある。 

 他の車両のドライバーに迷惑を掛けないことを実証実験の原則としており、ま

た他の交通主体が自動運転車両にどのように反応するかを研究しているため、

実証実験では、他の車両への周知を行っていない場合が多い。 
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 社会受容性は高い。ある調査によると、欧州全体に比べ、オランダ国民は自動

運転に対し好意的な印象を持っている。  
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３ フィンランド 

視察先 ■ 

Finnish Transport Safety Agency (Trafi) 

 Chief Advisor, Data and Knowledge 

 Chief Advisor, Mobility Innovations and R&D 

Ministry of Transport and Communications 

 Senior Engineer, Data Business Unit, Data 

Department 

Finnish Transport Agency 

 Project Manager, Mobility Management and ITS 

日 時 ■ 平成 29 年 10 月 25 日（水）12:00～14:45 

 

１ 自動運転全体について 

【自動運転に対する期待】 

 自動運転の普及により、郊外に住む高齢者にもアクセシビリティを提供し、生

活の質を向上させることができるようになると考えている。 

 

【これまでの取組内容】 

○制度・インフラ整備の実施状況 

 フィンランドでは、SAE レベル５までの全てのレベルの実証実験を公道で行う

ことが可能である。ただし、いずれも運転者の存在が前提である。 

 道路交通に関する国際条約では、車両にはドライバーが必要だと規定されてい

るものの、ドライバーがいる場所については規定されていない。そのため、フ

ィンランドでは、ドライバーは車両外にいてもよいと解釈している。 

 実証実験を行うためには、実証実験用のナンバープレートを申請し、認可を得

る必要があるところ、実験主体は、実証実験を行うための設備やキャパシティ

を持った組織であることが前提であり、組織としての財務情報や実証実験で使

用する車両のスペック、実証実験を行う地域や内容について記載するほか、有

事の際の保険として、第三者責任保険に事前に加入する必要がある。 

 加えて、実施主体は実証実験の安全性を確保する方法について説明を行うほか、

総合的にリスク分析を行い、リスク管理の計画を提出することになる。 

 単年度のプロジェクトであれば、最低でも実証実験の終了後に、複数年にまた

がるプロジェクトであれば、一年ごとに実証実験の結果をレポートとして提出

することを求めている。レポートには、計画内容と乖離があった点、成功した

点、成功しなかった点等について記載することとなる。 

 現在、EU が定めている車両分類に当てはまらない車両も存在している。実証

実験では、EU が求める車両要件の例外措置として実証実験用のナンバープレ

ートを発行し、公道で実証実験を行えるようにしている。 

 Finnish Transport Safety Agency （Trafi：フィンランド交通安全局）は車

両の許認可を行う機関であるため、技術についての情報も持ち合わせており、

申請の技術的内容の審査で困ることはない。また、自国だけでなく他国との協
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力関係を構築しており、審査で不明な点がある場合には、他国と情報交換を行

う場合もある。 

 審査は、担当者のほか、自動運転に関する専門知識を持つ人々で構成されたグ

ループにより、公正に行われている。 

 

○各プロジェクト概要 

 SOHJOA プロジェクト 

 SOHJOA プロジェクトは、公道で行わ

れている実証実験の一つである。８

人乗りの電気バスとしてEasyMile社の

EZ10 を用いている（図５）。現在まで

の実証実験では、ドライバーが車両内

に存在し、必要に応じて車両の操作を

行っている。また、まだ計画段階では

あるが、今後、遠隔操作による無人走

行を予定しており、SAE レベル３から

４に相当するものと考えている。ただ

し、遠隔操作の実施には５Ｇが必要と

考えている。 

 現在までに、ヘルシンキ（Helsinki）、エスポー（Espoo）及びタンペレ

（Tampere）にて、15 キロメートル毎時程度で走行している。いずれもルート

を限定し実験を行っている。 

 プロジェクトは現在も行われている。2018年度に

は、車両を 10 台程度に増やして実証実験を行う

予定である。 

 実証実験を行うため、道路上の標示を見やすくし

たり、新たに信号を設置したり、他の車両のドラ

イバーへ周知するために、実証実験の注意喚起を

示す標識（図６：Automated vehicles in traffic

という意味）を設置した。現在までは、実験車両

が交差点に差し掛かると信号が優先的に青になる

よう設定しているが、将来的には通常の交通流に

おいて走行させたいと考えている。 

 実証実験用の専用道路は設置していない。 

 実証実験の結果から、実施主体と緊密な協力関係を築く必要があると感じてい

る。申請前に省庁に相談していれば解決できることも数多くあり、また省庁側

が用意できる解決策も多くある。実証実験の段階で誤りがあることが分かると

無駄になることから、関係省庁としては、できるだけ早い段階で実施主体に連

絡をとる必要があることが分かった。 

【図５】SOHJOA プロジェクトで使用しているバス 

【図６】注意喚起を示す標識 
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 実証実験の情報を警察へ提供するよう努め、実施主体は交通事故等における対

応策を検討することができた。 

 また、都市での実証実験では、計画段階では想定していなかった問題が数多く

存在する。例えば、ヘルシンキの Hernesaaren Ranta で行われた実証実験のル

ートは直線で簡易なものだが、そのルート付近にはバーやナイトクラブがある。

実証実験を行ったところ、バーやナイトクラブで飲酒した人が運転できず、数

多くの車両が道路脇に違法駐車をしている状況であった。 

 SOHJOA プロジェクトのプラットフォームはオープン化されており、誰でも閲

覧可能である。 

 

 ROBUSTA プロジェクト 

 ROBUSTA プロジェクトは、遠隔操作に着目したプロジェクトで、５Ｇ通信を用

いた遠隔操作によるバスの自動運転の実証実験である。車両内には安全管理を

行う人がいない。５Ｇに関心を持つノキア社もプロジェクトに参画している。 

 

 AURORA プロジェクト 

 AURORA プロジェクトは、フィンランドとノルウェーの二国間にまたがったプ

ロジェクトであり、３年程前から行われている。Ｅ８号線という国道を利用し

ており、フィンランド側及びノルウェー側に実証実験の場所が１か所ずつ設定

されている。それぞれの場所の公道の長さは 10 キロメートル程度である。道

路の下にある配管に光ファイバーを通し、また、５Ｇも用意するなど、実証実

験用の通信インフラ整備を政府側で行った。 

 フィンランドの天候は雨や雪が多く、そうした過酷な環境を想定して、実証実

験の場所を選定した。いずれの道路も、人間もシステムも認知の難しい場所で

あり、どのようなことが課題になるのかを洗い出している。 

 実証実験を行うためには、詳細な地理情報が必要であるため、当該情報を取り

扱っている役所と協力して、より精緻で細かな地図情報を提供してもらってい

る。その地理情報は、オープン化されており、実証実験での活用だけでなく、

今後の研究や分析にも活用できるものになっている。 

 Finnish Transport Agency（フィンランド交通局）が実証実験の環境、道路、

情報、施設及び機器を無料で提供する一方、実施主体は実証実験を実施するほ

か、リスク管理を行う。 

 また、実証実験用の車両については無料で貸出しを行っている。 

 このプロジェクトには、省庁のほか、民間企業、自治体等、70 以上の組織が

パートナーとなっている。今後も国内外問わず新たな組織がパートナーに加わ

る予定である。 
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 その他、実施状況等 

 無人の自動運転バスの実証実験を 2017 年秋から数年かけて実施する予定であ

る。通常の路線バスの車線を利用した実証実験を予定しており、まずは短距離

での走行を行う予定である。 

 現在までに様々な実証実験を行っているが、事故は発生していない。実証実験

の車両が走行ルートから外れそうになってオペレーターが停止したというヒヤ

リ・ハットはあったが、安全を脅かす事故はなかった。 

 2016 年７月以降、６組織から自社の車両を用いた実証実験の実施要望が来て

いる。ある組織の車両は、一人又は二人乗りで、一般道路は走行できるものの、

高速道路では走行できない車両である。また、一般車両にセンサーや様々な技

術を導入し、高速道路で実証実験を検討している企業もある。 

 実証実験の多くは、公的資金を用いて行われるため、その成果は公開される必

要がある。実施主体は実証実験が成功しなかった場合、その情報を公開したく

ないと考えるかもしれないが、実証実験の段階では失敗はつきものであり、将

来の取組を検討していくための実証実験であるため、実証実験全体の取組や課

題については一般に公開されるべきものである。 

 

【今後の制度整備及び事業化に係る方針、スケジュール、ロードマップ等】 

 現在、道路交通法の見直しを行っている。自動化を進めるに当たり、政府とし

ては最適な法規制の整備に努めているが、どのように法規制に落とし込むかに

ついて難しさを感じている。 

 実証実験が終了した段階では、道路交通法に変更を加える予定はない。自動運

転の実用化に向けて、法規制を大きく変更することのないよう、道路交通法の

見直しを行っている。 

 法規制のほかに、社会インフラに関連する内容についても議論が行われている。

例えば、自動運転システムが車線を認識するためには、車線は白線と黄線のど

ちらがよいかという議論がある。 

 ドライバーの定義は今後検討する予定であるが、将来的に、ドライバーは自然

人だけでなくシステムでもよいとするかどうかについても検討予定である。 

 社会インフラが自動運転に対応すべきか、又は、自動車メーカーが気象条件や

社会インフラに対応する自動運転システムを作っていくべきかというジレンマ

がある。 

 フィンランドには、砂利道等、未舗装の道路も多い。ある実証実験では細い砂

利道を走行することがあったが、白線が無いため、自動運転システムは広い道

路だと判断し、その道路の中央を走行してしまい、対向車とすれ違うことがで

きない状況であった。 

 こうした未舗装の道路を数多く抱えるフィンランドにおいては、自動運転を実

現するために社会インフラに多額の資金を投じることは避けたいと考えている。

そのためにも、様々な道路を認識し、その道路に合わせた走行ができる自動運

転システムを構築する必要がある。 
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 AURORA プロジェクトでは、2017 年からの３年間で、自動運転に関して行うべ

き取組をまとめた。天候条件の悪いフィンランドにおいて、円滑に自動運転を

普及させるためには、100 以上の取組が必要だと認識している。例えば、社会

インフラ面では道路標示、通信面では位置情報、技術面では実証実験を更に行

い、より詳細なデータが必要だと考えている。こうした調査や研究開発は、省

庁及びいくつかの民間企業が主体となって行っている。 

 今後、どのように社会インフラを維持管理していけばよいのかという問題があ

る。例えば、自動運転システムは位置情報に基づいて走行するため、道路の特

定の部分のみが摩耗する可能性があり、それを防ぐ方法を検討する必要がある。 

 また、自動運転の実現に向け、道路を新規建設するという選択肢もある。新規

建設に係る提案が現在 40 程度あり、それらの評価を進めている。 

 現在は、気象条件の情報を主に収集しているが、今後は更にどのような情報が

必要となるか検討する必要がある。 

 

２ SAE レベル３以上の自動運転システムについて 

【制度整備状況、民間開発状況等】 

 自動運転の開発状況を踏まえ、道路交通法の見直しを現在行っている。 

 フィンランドでは、SAE のレベルを区分等の判断には利用しているが、ある

SAE レベルを目指して実証実験を行っているわけではない。 

 法規制でもレベルについては規定されていない。 

 

【法律上・運用上の課題及びそれに対する考え方について】 

○運転者について 

 今後 70 年は、人間が操作する自動車が存在すると考えているため、運転免許

に変更を加える予定はない。SAE レベル５では、人はドライバーではなく乗客

として扱われることになると考えられる。 

 SOHJOA プロジェクトでは遠隔操作を行ったが、遠隔操作する人は、一般車両

を運転するための運転免許を有している必要があるとした。また、仮にトラッ

クの遠隔操作を行うのであれば、遠隔操作する人はトラックの運転免許が必要

となる。 

 セカンダリアクティビティについては、欧州各国で考え方に差が出る部分であ

る。携帯電話で話すことは認められないが、ハンドルから手を離すことは認め

る国もあれば、両手をハンドルに置かなければならないと定め、セカンダリア

クティビティを制限している国もある。 

 フィンランドではハンドルを握ることを道路交通法に規定していない。ハンド

ルを握るべきかどうかについては議論の対象にはなるものの、法改正を行うか

どうかという議論はない。 

 また、各国の道路交通法には、ドライバーは交通状況に注意を払う必要がある

と規定されている場合が多い。他方、具体的に禁止しているアクティビティは
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書かれていない。仮にあるアクティビティを禁止するよう規定してしまうと、

それ以外のアクティビティは認められていると解釈できてしまうため、注意が

必要である。 

 UNECE において、ドライバーが自動運転システムを利用して走行し、道路交通

状況に常時注意を払わなくてもよいのであれば、ドライバーはいくつかのタス

クから解放される可能性があるという議論が行われている。 

 セカンダリアクティビティを検証するような実証実験は、フィンランドでは行

われていない。 

 

○自動運転システムについて 

 自動運転の通信技術として今後５Ｇを活用する方針だが、４Ｇを活用できる部

分もある。様々なユースケースを検討し、どのような場合に、どの通信技術を

用いればよいか確認しながら取組を進める必要がある。 

 ５Ｇを用いて大容量のデータを送受信することが見込まれるため、通信の遅延

を考慮する必要がある。なるべく低遅延で通信を行うためには、通信を行う機

器同士が近い距離に存在する必要がある。通信を行う機器を陸地に数多く設置

することは難しいため、機器を車両に搭載することが現実的だと考えている。 

 ５Ｇを用いないと遠隔操作を実現することは難しい。 

 悪天候の条件下では通信の遅延や瞬断が起こる可能性がある。通信の遅延や遮

断を防ぐための対策を今後調査する予定である。 

 データの保存義務は国内の法律では規定されていないが、非常に重要なテーマ

だと考えている。現状として、各自動車メーカーが取得しているデータにばら

つきがあり、事故が発生した際には各社のデータを用いることになるが、共通

化されたものはない。今後は、データの保存を法律で規定することが必要にな

ってくると考えている。 

 

３ 高速道路におけるトラックの隊列走行について 

 フィンランド国内では隊列走行の実証実験を行っていない。一方、EU ではオ

ランダが主導し、いくつかの隊列走行の実証実験が行われている。 

 

４ その他（自動運転に係る課題について） 

 自動運転に対する国民の受容性を確認するため、フィンランド国民１万人にア

ンケートをとった論文があるが、肯定的な結果が得られている。 

 トラック業界ではドライバーの人材不足が将来見込まれている。隊列走行の普

及は、ドライバー不足解消に寄与すると考えられているため、隊列走行によっ

てドライバーの職が失われるという不安の声はあまり聞かれない。 

 自動運転の目的は、ヒューマンエラーによる事故を削減し、安全性を高めてい

くことにある。自動運転の目的が安全であることを市民に説明するため、市民

と話し合う場を何回か設けたところ、参加者は理解してくれることが多い。こ
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れによって、政府は国民に対する説明義務を果たすこととなり、自動運転に対

する受容性も高まる。 

 現在は、実証実験段階ということもあり、実施主体向けの実証実験用の保険が

準備されているが、事故のリスクが高いことを考慮し、保険料も高めに設定さ

れている。 
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第４章 自動運転の段階的実現に向けた法律上・運用上の課題の検討  
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第４章 自動運転の段階的実現に向けた法律上・運用上の課題の検討  

 自動運転の段階的実現に向けた課題等に関するヒアリングの結果（第２章参照）、海外

視察の結果（第３章参照）、平成 27 年度警察庁委託事業「自動走行の制度的課題等に関す

る調査研究」の結果及び平成 28 年度警察庁委託事業「自動運転の段階的実現に向けた調

査研究」の結果を踏まえ、調査検討委員会において議論した結果、次の課題が挙げられた。

各課題について、本章第１節から第３節に詳述する。 

 ○ SAE レベル３以上の自動運転システムの実用化を念頭に入れた交通法規等の在り方 

 ○ 隊列走行の実現に向けた課題 

○ 自動運転の段階的実現に向けたその他の課題  

ただし、自動運転システムは、現在、技術開発中のものであるところ、今後、更に高度

な技術を用いた実証実験が進めば、それらの技術を用いた自動運転の実現に向けて検討す

るべき新たな課題が明らかになることが考えられる。したがって、引き続き、具体的な技

術開発の方向性を含め、自動運転をめぐる今後の動向を確認しながら、SAE レベル３以上

の自動運転システムの実用化を視野に入れた法律上・運用上の課題の整理を行い、議論を

深めていく必要がある。 
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第１節 SAE レベル３以上の自動運転システムの実用化を念頭に入れた交通

法規等の在り方 

１ SAE レベル３以上の自動運転システムに関する我が国における動向 

自動運転技術は、将来における我が国の交通事故の削減や渋滞の緩和等に不可

欠なものと考えられるところ、近年、国内外において完全自動運転を視野に入れ

た技術開発が急速に進展しており、特に、自動運転の段階的実現に向けた課題等

に関するヒアリングの結果（第２章参照）のとおり、2020 年頃に SAE レベル３の

自動運転システムの販売を予定している国内メーカーが存在する。 

このような中、「官民 ITS 構想・ロードマップ 2017」において、「2020 年までの

準自動パイロットの実現を踏まえて、その後、2020 年目途に自動パイロット、ま

た、2025 年目途に高速道路での完全自動運転システム（SAE レベル４）の市場化を

見込む」とされ、また、「2020 年までに SAE レベル４の無人自動運転移動サービス

（完全自動運転による移動サービス）の実現を目指す」とされているところ、自

動運転と道路交通に関する条約（昭和 39 年条約第 17 号。以下「ジュネーブ条約」

という。）との整合性等に関する国際的議論を踏まえて、2020 年頃までに SAE レベ

ル３以上の自動運転システムに係る走行環境の整備を図る必要がある。 

 

２ SAE レベル３以上の自動運転システムに関する国際的議論の状況等 

我が国が締約しているジュネーブ条約は、運転者の存在を前提としたものであ

り、また、運転者に関する規定として、 

 一単位として運行されている車両又は連結車両には、それぞれ運転者がいなけ

ればならない。（第８条第１項） 

 運転者は、常に、車両を適正に操縦し、又は動物を誘導することができなけれ

ばならない。運転者は、他の道路使用者に接近するときは、当該他の道路使用

者の安全のために必要な注意を払わなければならない。（第８条第５項） 

 車両の運転者は、常に車両の速度を制御していなければならず、また、適切か

つ慎重な方法で運転しなければならない。運転者は、状況により必要とされる

とき、特に見とおしがきかないときは、徐行し、又は停止しなければならない。

（第 10 条） 

等が存在する。この点、UNECEの WP121や、その下に設置されたIGEAD22において、自

動運転と国際条約との整合性等について議論が行われており、我が国からは警察

庁が積極的に参加しているところである。 

第 74 回 WP1（平成 29 年３月開催）及び第 75 回 WP1（平成 29 年９月開催）の報

告書（いずれも抜粋・仮訳）のとおり、緊急時又は限定領域（Operational Design 

Domain。以下「ODD」という。）から出る際（以下「緊急時等」という。）に運転を

引き継ぐことが予定されている者が車両内に存在するものは両条約と整合的であ

ることについて、コンセンサスが形成されつつある状況にある。 

                                                        
21 Global Forum for Road Traffic Safety（道路交通安全グローバルフォーラム）の通称 
22 Informal Group of Experts on Automated Driving（自動運転に関する非公式専門家グループ）の略 
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○ 第 74 回 WP1 報告書（平成 29 年５月 11 日付け公表）抜粋・仮訳 

19 （略）車両のシステムにより車両が運転されている間、運転者が他の行為を

実施することができるかどうかについて議論が行われ、WP1 として、（ウィー

ン条約）第８条第６項に関する次のプリンシプルについて合意した。 

運転システムにより車両が運転され、当該システムが運転者に運転操作

を行うことを求めない場合は、運転者は次に適合する限り運転以外の行為

を行うことができる。 

プリンシプル１： それらの行為が、運転者が車両システムによる運

転操作の引継ぎ要求に対応することを妨げるものではないこと 

プリンシプル２： それらの行為が、車両システムの定められた利用

方法、その定義された機能と整合的であること 

 

○ 第 75 回 WP1 報告書（平成 29 年 10 月３日付け公表）抜粋・仮訳 

17 改正に関する課題について、WP1 は、非公式文書 No.7（フランス及びオラン

ダがウィーン条約改正の必要性について述べた文書）を考慮した上で、ウィ

ーン条約第８条の改正は現時点必要ないことについて合意した23。これに関連

し、WP1 は、前回会合で合意された第８条第６項に関する次のプリンシプルに

ついて再確認した。 

運転システムにより車両が運転され、当該システムが運転者に運転操作

を行うことを求めない場合は、運転者は次に適合する限り運転以外の行為

を行うことができる。 

プリンシプル１： それらの行為が、運転者が車両システムによる運

転操作の引継ぎ要求に対応することを妨げるものではないこと 

プリンシプル２： それらの行為が、車両システムの定められた利用

方法、その定義された機能と整合的であること 

18 さらに、WP1 は、プリンシプルにおける「運転以外の行為」について、道路

安全を損なう又は道路利用者を危険にさらす可能性のある行為に関連して、

具体的に更に詳細な検討を行うべきであると合意した。WP1 はこの点に関する

一連のレコメンデーションについて詳細に検討する作業を開始することにつ

いて合意した。 

 また、海外視察の結果（第３章参照）のとおり、ドイツでは、2017 年５月に、

レベル３以上の自動運転システムを導入した場合の責任の所在の明確化を目的と

した法改正が行われたところである。 

 

                                                        
23 ウィーン条約第８条第６項には、“A driver of a vehicle shall at all times minimize any activity other 

than driving.”と定められている（ジュネーブ条約には同様の規定はない。）ところ、自動運転システムにより走行

している間に運転者が運転以外の行為を行うことができるかどうか及び運転以外の行為を行うことを可能にするため

に条約の改正が必要かどうかについて議論が行われ、この点、現行条約上において、運転者は上記プリンシプルに適

合する限り運転以外の行為を行うことができると合意された。 
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３ SAE レベル３以上の自動運転システムの実用化を念頭に入れた交通法規等の在り

方についての検討 

(1) 検討対象について 

SAE レベル３以上の自動運転システムに関する国内の動向及び国際的議論の状

況等を踏まえ、調査検討委員会においては、SAE レベル３の自動運転システム及

び SAE レベル４の自動運転システムのうち ODD から出る際に運転を引き継ぐこと

が予定されている者が車両内に存在するもの（以下「SAE レベル４の一部の自動

運転システム」という。）を検討対象とした。また、検討の前提として、WP1 に

おける国際的議論を踏まえ、運転者席に乗車して自動運転システムを使用し、緊

急時等に運転を引き継ぐことが予定されている者をジュネーブ条約上の運転者で

あると仮定した上で、現行法における運転者（本節においては、自動運転システ

ムを使用し、緊急時等に運転を引き継ぐことが予定されている者を含む。）の義

務等について検討した。 

(2) ユースケース 

自動運転システムと運転者との運転の交代に関わる状況について、SAE J3016

を参考に、次のユースケースを検討した。ただし、調査検討委員会において、自

動車メーカーは、SAE レベル３の自動運転システムであっても、運転者が自動運

転システムからの運転交代要請に応答しない場合も想定し、自動運転システムに

おいて何らかのリスク最小化対応24が行われるように設計することとなるとの指

摘があったことも踏まえ、今後、実用化が見込まれる自動運転システムの具体的

な機能に即して、更に議論を深めていく必要がある。 

○ ユースケース１（SAE レベル３） 

図７のとおり、SAE レベル３の自動運転システム25を使用して ODD 内を走行

中、緊急時には運転者による対応が必要となることから、運転者は、緊急時の

運転交代要請に対応できる状態であるべきと考えられる。 

【図７】 

 

 

○ ユースケース２（SAE レベル３） 

図８のとおり、SAE レベル３の自動運転システムを使用して ODD 内を走行

中、ODD を出る際には運転者による対応が必要となることから、運転者は、

ODD を出る際の運転交代要請に対応できる状態であるべきと考えられる。 

                                                        
24 SAE J3016 に定義されている「Minimal Risk Condition」に移行することを指す。 
25 図７から図 10 において、自動運転システムを ADS（Automated Driving System の略）と表記している。 
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【図８】 

 

 

○ ユースケース３（SAE レベル４の一部） 

図９のとおり、SAE レベル４の一部の自動運転システムを使用して ODD 内を

走行中、緊急時であっても、自動運転システムによるリスク最小化対応が行わ

れるため、運転者が対応する必要はない（運転者の意思により運転の交代を行

うことは可能。）。ただし、自動運転システムによるリスク最小化対応が行われ

た後、運転者には車両の再発進等の対応を行う必要があると考えられる。 

【図９】 

 

 

○ ユースケース４（SAE レベル４の一部） 

図10のとおり、SAEレベル４の一部の自動運転システムを使用してODD内を

走行中、ODD を出る際には運転者による対応が必要となることから、運転者は、

ODD を出る際の運転交代要請に対応できる状態であるべきと考えられる。また、

運転者が対応しなかった場合には、自動運転システムによるリスク最小化対応

が行われることとなるが、その場合、運転者には車両の再発進等の対応を行う

必要があると考えられる。 

【図 10】 
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(3) 論点 

調査検討委員会において、検討対象についてユースケースに基づき検討したと

ころ、以下の論点が挙げられた。今後、各論点について、技術開発の方向性に即

して議論を深化させるとともに、次に示す論点以外のものについても、引き続き

検討するべきである。 

○ 運転者にはどのようなセカンダリアクティビティ（運転以外の行為）が許容

されるか 

SAE レベル３以上の自動運転システムを使用している間、運転者に課されて

いる運転に係る各種義務を免除することを考えた場合、運転者にはどのような

セカンダリアクティビティ（運転以外の行為）が許容されるかという論点があ

る。 

調査検討委員会での議論において、セカンダリアクティビティの例として

次のものが挙げられた。 

＜セカンダリアクティビティとして考えられる行為の例＞ 

 

SAE レベル３の自動運転システムの場合、ユースケース１及びユースケース

２のとおり、自動運転システムを使用している間の運転者は運転交代要請に対

応できるような状態であるべきと考えられる。また、SAE レベル４の一部の自

動運転システムの場合、ユースケース４のとおり、自動運転システムを使用し

ている間の運転者は ODD から出る際の運転交代要請に対応できるような状態で

あるべきと考えられる。そのため、セカンダリアクティビティとして、運転行

為に戻った際に酒気を帯びて運転する可能性のある飲酒を認めることはできな

いとの指摘や、すぐに運転行為に戻ることができないと考えられる睡眠を認め

ることは困難であるとの指摘がある。 

また、SAE レベル４の一部の自動運転システムの場合、ユースケース３及び

ユースケース４のとおり、自動運転システムによる対応が終了したときに備え

て、運転者はどのような状態にあるべきかを検討する必要がある。また、緊急

時等に自動運転システムによるリスク最小化対応が行われ、安全に停止した後、

誰が再発進等を行う必要があるのか、駐車し続けることが許容されるのか等に

【そもそも認められないと考えられる行為】 

○ 飲酒 

【認められることが困難であると考えられる行為】 

○ 睡眠 

【システムの性能によって認められ得ると考えられる行為】 

○ 車体備付けの装置によるテレビ・映画鑑賞等 

○ 持込み装置によるテレビ・映画鑑賞等 

○ 携帯電話保持での通話 

○ 携帯電話によるメールの送受信等 

○ 両手をハンドルから離した状態での食事・読書・パソコン使用・

会議・事務作業等 
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ついても更に検討する必要がある。その上で、SAE レベル３の自動運転システ

ムと SAE レベル４の一部の自動運転システムとでは運転者に求められる対応が

異なることが考えられるため、許容されるセカンダリアクティビティの違い等

について、更に検討する必要がある。 

また、自動運転システムを安全に使用するためには、セカンダリアクティ

ビティは必要最小限しか許容されないのではないかとの指摘や、運転交代要請

は直感的に対応できるようなものでなければならないとの指摘がある。さらに、

自動運転システムを使用している間の運転者の状態として、運転にすぐに戻る

ことができる姿勢であるべきとの指摘や、シートベルトの効用を失わせること

のないような姿勢であるべきとの指摘がある。 

これらを踏まえ、自動運転システムを使用している間の運転者に許容され

るセカンダリアクティビティについて、具体的な技術開発の方向性に即して、

また、国際的議論の状況も踏まえつつ、我が国の実情に合わせて更に検討する

必要がある。 

○ 自動運転システムを使用して走行中の車両が規範を遵守するものであること

をどのように担保するか 

現行法は、運転者に対して自動車の種類に応じた運転免許の取得を必要と

し、運転者が一定の技能・知識・適性を持つ者であることを担保しているとこ

ろ、自動運転システムを使用して走行中の車両が交通ルール等の規範26に沿っ

て安全に走行することをどのように担保するかという論点がある。 

この点、従来の運転免許制度を参考に、自動運転システムを使用して走行

中の車両が交通ルールを遵守して安全に走行することが可能であるかどうかを

事前に審査するなど、走行能力の水準を担保する何らかの枠組みが必要である

との指摘があるところ、どのような審査が有効であるか等について、技術開発

の方向性に即して更に検討する必要がある。 

また、自動運転システムを使用して安全に走行するには、自動運転システ

ムがその本来の機能を発揮できるよう適切に整備されていることが必要である

ところ、現行法のとおり、車両の使用者が道路運送車両法（昭和 26 年法律第

185 号）第４章に規定する車両の点検・整備の義務を負い、運転者が道路交通

法第 75 条の 10 に規定する自動車の点検等の義務を負うべきとの指摘がある一

方、複雑な自動運転システムの点検・整備を使用者又は運転者が行うことは困

難ではないかとの指摘もある。この点、自動運転システムが正常に機能するか

どうかについては、自動運転システムにおいてファンクショナルチェックが行

われ、故障がある場合にはアラームが出るように設計されるであろうとの指摘

があるところ、自動運転システムを使用する際に求められる点検・整備等の義

務の在り方について、技術開発の方向性に即して更に検討する必要がある。 

また、SAE レベル３以上の自動運転システムを使用する際に運転者に求めら

れる運転免許や講習を検討するに当たっては、自動運転システムを使用する際

                                                        
26 ここでいう「規範」とは、主に道路交通法等の法令を意図しているが、これに限らず、いわゆる交通マナーのよう

な社会的規範や文化的規範も含むものとして議論を行った。 
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に必要となる具体的な行為や自動運転システムからの運転交代要請に対応して

運転に戻る行為が、従来の運転者に求められていた発進時、緊急時等の運転技

能とどのように異なり、どのような技能・知識・適性が必要かを明らかにする

必要があるとの指摘がある。また、ドイツでは消費者保護の観点から、販売す

る車両がレベル３やレベル４の自動運転システムを有していること及び認知や

操舵は法に従って機能することをユーザーに対して説明するよう自動車メーカ

ーに義務付けているが、こうした方策により、自動運転システムの特性につい

てきめ細かい教示が行われることとなるため、参考とすべきとの指摘がある。 

これらを踏まえ、開発メーカーによって異なると考えられる自動運転シス

テムの使い方を運転者にどのように正しく認識させるのかについて、具体的な

技術開発の方向性に即して、また、国際的な議論の状況を踏まえつつ、更に検

討する必要がある。 

○ 自動運転システムを使用して走行中の車両が規範を逸脱した際のペナルティ

の在り方 

現行法では、運転者が交通ルールに違反した際には、懲役、罰金等の罰則

が科されるほか、運転免許の取消し、停止等の行政処分が行われることとされ

ているところ、自動運転システムを使用して走行中の車両が交通ルール等の規

範を逸脱した際に、運転者、自動運転システムの開発を行ったメーカー等（以

下「運転者等」という。）にどのようなペナルティが及び得るのかという論点

がある。 

この点、自動運転システムを使用して走行中の車両は現行の交通ルール等

の規範を遵守して走行し、当該自動運転システムが機能限界や性能限界27に達

したときには、当該車両は安全に停止するように設計されることとなるとの指

摘がある一方、自動運転システムに不具合が生じた場合や、様々な要因が重な

り合った結果、当該自動運転システムを使用して走行中の車両が開発者の想定

していなかった挙動をした場合に交通事故又は交通違反（以下「交通事故等」

という。）が発生することも想定されるとの指摘もある。 

運転者に交通事故等の過失責任が認められるかどうかについては、原則と

して運転者に交通事故等の予見可能性及び結果回避可能性があったか否かを踏

まえつつ、個別具体的な状況に応じて判断されるものであるところ、自動運転

システムの使用者が当該システムの本来の用い方に従ってこれを用いていた場

合には、交通事故等の予見可能性を認めることが困難となることも考えられる

ため、結果として、過失責任を負わなくなる可能性もあるとの指摘がある。 

これらを踏まえ、運転者等に対するペナルティの在り方については、自動

運転システムの使用に当たって求められる車両の点検・整備の義務や、自動運

転システムのセキュリティの確保に係る義務等についての今後の検討状況等も

踏まえつつ、更に検討する必要がある。 

 

                                                        
27 ここでいう「機能限界」とは、センサー等の各技術の機能が限界に達することをいい、「性能限界」とは、自動運

転システムの全体としての性能が限界に達することをいう。 
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○ 自動運転システムの走行中データの保存とその利用をどのように考えるか 

自動運転システムを使用して走行中に交通事故等が発生した場合、その真

相を解明し、その責任を追及する上で、運転者が運転操作をしていたのか、自

動運転システムを使用中であったのか等について明らかにする必要があるとこ

ろ、自動運転システムを搭載した車両においてどのようなデータを保存し、利

用できるようにしておくべきかという論点がある。 

この点、交通事故等の発生時に、警察官が自動運転システムの起動状況等

をその場で確認できるような仕組みが必要ではないかとの指摘がある。また、

警察官が確認するデータの改ざんが行われないよう、技術的仕組みの構築や罰

則を設けるなどの措置が必要ではないかとの指摘がある。 

これらを踏まえ、また、ドイツにおける議論も参考にしつつ、交通事故等

に係る責任の所在を明らかにするためにどのようなデータが必要であるか、デ

ータの保存方法はどうあるべきか、データの改ざん防止対策はどうあるべきか、

データの保存期間はどうあるべきか等について、我が国における社会受容性を

踏まえて更に検討する必要がある。 

○ 他の交通主体との関係 

自動運転システムは、従来の運転者がアイコンタクト等により行ってきた

他の交通主体とのコミュニケーションをとることが困難であると考えられると

ころ、このような他の交通主体との関係で不都合が生じ得る状況に対応すべく、

自動運転システム及び他の交通主体はどのような行動をとるべきかという論点

がある。 

他の交通主体に対して自動運転システムを使用して走行していることを示

すために車両に何らかの表示を付けることの要否については、表示を付けるこ

とにより、他の交通主体からの配慮を得られるとの指摘や、逆にいたずらの対

象となる可能性があるとの指摘がある。 

これらを踏まえ、また、現行法上、初心運転者標識等を表示した車両に対

しては、危険防止のためやむを得ない場合を除き、幅寄せや必要な車間距離が

保てなくなるような進路変更をしてはならないとされていること等も参考とし

つつ、他の交通主体に何らかの義務を課す必要性等も含めて、今後の技術開発

の方向性に即して更に議論を深化させる必要がある。 
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§参照条文§ 

 道路交通法（昭和三十五年法律第百五号）（抄） 

（定義） 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

一～十六 （略） 

十七 運転 道路において、車両又は路面電車（以下「車両等」という。）をその本

来の用い方に従つて用いることをいう。 

十八 駐車 車両等が客待ち、荷待ち、貨物の積卸し、故障その他の理由により継続

的に停止すること（貨物の積卸しのための停止で五分を超えない時間内のもの及び

人の乗降のための停止を除く。）、又は車両等が停止し、かつ、当該車両等の運転

をする者（以下「運転者」という。）がその車両等を離れて直ちに運転することが

できない状態にあることをいう。 

十九～二十三 （略） 

２～３ （略） 

 

（安全運転の義務） 

第七十条 車両等の運転者は、当該車両等のハンドル、ブレーキその他の装置を確実に操

作し、かつ、道路、交通及び当該車両等の状況に応じ、他人に危害を及ぼさないよう

な速度と方法で運転しなければならない。 

 

（運転者の遵守事項） 

第七十一条 車両等の運転者は、次に掲げる事項を守らなければならない。 

一～五 （略） 

五の五 自動車又は原動機付自転車（以下この号において「自動車等」という。）を

運転する場合においては、当該自動車等が停止しているときを除き、携帯電話用装

置、自動車電話用装置その他の無線通話装置（その全部又は一部を手で保持しなけ

れば送信及び受信のいずれをも行うことができないものに限る。第百二十条第一項

第十一号において「無線通話装置」という。）を通話（傷病者の救護又は公共の安

全の維持のため当該自動車等の走行中に緊急やむを得ずに行うものを除く。第百二

十条第一項第十一号において同じ。）のために使用し、又は当該自動車等に取り付

けられ若しくは持ち込まれた画像表示用装置（道路運送車両法第四十一条第十六号

若しくは第十七号又は第四十四条第十一号に規定する装置であるものを除く。第百

二十条第一項第十一号において同じ。）に表示された画像を注視しないこと。 

六 （略） 

 

（自動車の運転者の遵守事項） 

第七十五条の十 自動車の運転者は、高速自動車国道等において自動車を運転しようとす

るときは、あらかじめ、燃料、冷却水若しくは原動機のオイルの量又は貨物の積載の
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状態を点検し、必要がある場合においては、高速自動車国道等において燃料、冷却水

若しくは原動機のオイルの量の不足のため当該自動車を運転することができなくなる

こと又は積載している物を転落させ、若しくは飛散させることを防止するための措置

を講じなければならない。 

 

 道路交通に関する条約（昭和三十九年条約第十七号）（抄） 

第四条  

この条約の適用上、 

（略） 

「運転者」とは、道路において車両（自転車を含む。）を運転し、若しくは牽
けん

引用、積

載用若しくは乗用に用いられている動物若しくは家畜の群を誘導する者又はそれらのもの

を現実に統御する者をいう。 

（略） 

 

   第八条 

１ 一単位として運行されている車両又は連結車両には、それぞれ運転者がいなければな

らない。 

２～４ （略） 

５ 運転者は、常に、車両を適正に操縦し、又は動物を誘導することができなければなら

ない。運転者は、他の道路使用者に接近するときは、当該他の道路使用者の安全のた

めに必要な注意を払わなければならない。 

 

    第十条 

車両の運転者は、常に車両の速度を制御していなければならず、また、適切かつ慎重

な方法で運転しなければならない。運転者は、状況により必要とされるとき、特に見とお

しがきかないときは、徐行し、又は停止しなければならない。 
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第２節 隊列走行の実現に向けた課題 

１ 隊列走行に関する我が国における動向 

我が国のトラック物流業界において、経営効率の改善や運転者不足への対応、安

全性の向上、省エネルギー等の観点から、自動運転システムの活用に大きな期待が

寄せられており、特に、自動運転システムの技術を活用した高速道路におけるトラ

ックの隊列走行の実現を目指し、技術開発が段階的に進められているところである
28。 

「官民 ITS 構想・ロードマップ 2017」において、「2017 年度から、車間距離に関

連した事項に係る検討等を踏まえつつ、既存技術である CACC を活用した後続車両

有人の２台隊列走行による公道実証試験を開始し、社会受容性等を確認した上で、

2018年度からは、後続無人隊列システムの公道実証試験を開始29する」、「2018年度

までに、車両に係る電子牽引の要件、３台以上の連結を念頭にした 25ｍ超え隊列

走行のための要件等について検討する」こととされていることを踏まえ、隊列走行

の実現に向けた制度の在り方について検討する必要がある。 

 

２ 隊列走行に関する海外における動向 

海外視察の結果（第３章参照）のとおり、欧州では、隊列走行に対して燃料のコ

スト削減や環境負荷低減に大きな期待が寄せられている一方、トラック運転者の職

が失われるとの指摘もあることから、後続車両にも運転者が乗車した状態で行う後

続有人隊列走行の実現が目指されている。 

2016 年には、欧州の複数の国をまたいだ隊列走行の実証実験（European Truck 

Platooning Challenge 2016）が行われており、実証実験の結果を踏まえ、各国に

おいて法律上・運用上の課題のほか、安全性、効率性等の様々な課題の検討が進め

られている。また、オランダでは、2015 年に車両内に運転者がいることを前提と

した隊列走行の実証実験を許可制度により可能とする法律改正が行われ、後続有人

隊列走行の実験が段階的に進められている。 

 

３ 隊列走行の形態について 

トラックの隊列走行とは、一般的には、「トラックを電子連結技術により一体に

制御し、数台のトラックが隊列車群を構成して走行するもので、安全性及び運行効

率の向上、省エネルギー効果並びに運転者の負担軽減が期待される技術30」をいう

とされる。 

調査検討委員会では、議論の対象を明確にする観点から、次のとおり、隊列走行

を牽引に準じたものとして捉えるか否かにより分類した上で、議論を行った。 

                                                        
28 我が国においては、平成 30 年１月末に、経済産業省及び国土交通省が「高度な自動走行システムの社会実装に向

けた研究開発・実証事業」の一環として、新東名高速道路（浜松 SA から遠州森町 PA までの間）と北関東自動車道

（壬生 PA から笠間 PA までの間）において、CACC を活用した後続有人隊列走行の実証実験を実施した。 
29 「官民 ITS 構想・ロードマップ 2017」によると、「公道実証試験では、まずは後続有人から始め、安全が確認され

次第、後続無人の実証試験に移行する」こととされている。 
30 技術開発の方向性に即した自動運転の段階的実現に向けた調査検討委員会第２回資料１参照 

https://www.npa.go.jp/bureau/traffic/council/index.html#jidou 
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(1) 隊列走行を牽引に準じたものとして捉える場合 

隊列走行の車両同士をつなげる電子連結は、現在、開発途上の技術であり、そ

の具体的な内容はいまだ確立していないが、今後、電子連結技術が確立され、当

該技術が牽引における連結装置に準じたものとして関係省庁の法令で定義された

と仮定すると、当該技術を使用して走行している間、先頭車両の運転者が全車両

の運転者であると捉えることも考えられる。その場合、後続車両に自然人（例え

ば、緊急時の対応要員。）が乗車する場合であっても、同者は、隊列走行が適切

に走行している間にあっては当該車両の運転者ではないと考えられる。 

(2) 隊列走行を牽引に準じたものとして捉えない場合 

隊列走行を牽引に準じたものとして捉えない場合には、各車両に乗車した運転

者がそれぞれの車両を運転することとなると考えられる。その場合、後続車両の

自動運転システムのレベルに即して、後続車両に乗車した運転者の義務を検討す

る必要がある。また、後続車両に運転者が乗車しない場合（後続無人隊列走行）

を実現するに当たっては、後続車両には運転者がいなくなると考えられるため、

自動運転と国際条約との整合性等に関する国際的議論を踏まえて、更に検討する

必要がある。 

 

４ 隊列走行に関する検討 

(1) 検討の前提 

調査検討委員会においては、今後、電子連結技術が確立され、当該技術が牽引

における連結装置に準じたものとして関係省庁の法令で定義されたと仮定し、実

現が目指されている高速道路におけるトラックの隊列走行を念頭において、３

(1)のとおり、隊列走行の先頭車両に乗車した運転者が全車両の運転者であると

したときに考えられる道路交通法に関する論点について検討した。ただし、電子

連結は、現在開発途上の技術であり、特に、通信の安定性・信頼性の技術的な検

証が必要であるとの指摘もあるところ、今後の技術開発の方向性、関係省庁にお

ける検討状況等を踏まえ、その法的取扱いについては更に検討する必要がある。 

なお、ジュネーブ条約においては、一単位として運行されている車両又は連結

車両には、それぞれ運転者がいなければならないと定められているところ、隊列

走行と国際条約との整合性についても更に検討する必要がある。 

(2) 論点 

調査検討委員会において検討したところ、以下の論点が挙げられた。今後、各

論点について、技術開発の方向性に即して更に検討する必要がある。また、次に

示す論点以外のものについても、引き続き検討するべきである。 

○ 車間距離について 

現行法上、他の車両を牽引する場合における当該牽引される車両は、その牽

引する車両の一部とされており（道路交通法第 16 条第２項）、車間距離の規

定は適用されない。 

隊列走行における各車両の車間距離については、短い方が燃費を向上させら

れるとの指摘や、他の車両から車列間に割り込まれるおそれが小さくなるとの
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指摘がある一方、いまだ技術が確立していないことから、電子連結が途切れた

り、先頭車両の運転者が急ブレーキをかけたりした場合でも安全に対応できる

車間距離を取るべきであるとの指摘もある。また、車間距離については、トラ

ックの積荷の状況、タイヤの摩耗状況、天候、路面状態等の制動距離に影響を

与える要因についても検討するべきであるとの指摘がある。 

これらを踏まえ、隊列走行における適切な車間距離について、隊列走行にお

ける後続車両の取扱い、具体的な技術の開発状況等を踏まえて更に検討する必

要がある。 

○ 走行速度について 

現行法上、道路標識等によりその最高速度が指定されている場合を除き、高

速自動車国道（道路の構造上往復の方向別に分離されていないものを除く。）

の本線車道においては、大型貨物自動車、特定中型貨物自動車、いわゆるトレ

ーラー31等の最高速度は 80 キロメートル毎時、最低速度は 50 キロメートル毎

時とされている（道路交通法施行令（昭和 35 年政令第 270 号）第 27 条）。 

走行速度については現行のとおりでよいとの指摘があるところ、具体的な技

術の開発状況を踏まえて検討する必要がある。 

○ 車列の台数・全長について 

現行法上、都道府県公安委員会が道路を指定し、又は時間を限って牽引を許

可したときを除き、大型自動二輪車、普通自動二輪車又は小型特殊自動車以外

の自動車によって牽引するときは２台を超える車両を牽引してはならないとさ

れ、また、牽引する自動車の前端から牽引される車両の後端までの長さが 25

メートルを超えて牽引をしてはならないと定められている（道路交通法第 59

条）。 

隊列走行の先頭車両の運転者には、全車両の運転者として、それらの車両の

挙動や、後続車両の後方を含む周囲の状況を確認しながら安全に運転すること

が求められるという観点から、車列の台数は３台が限界であるとの指摘がある。

また、車列の台数が３台の場合、車列の全長が現状のトレーラーよりも長くな

るが、これは現在の交通環境下では想定されていないものであり、特に、車線

変更時、合分流時等に他の交通主体との間で危険が生じるおそれがあることか

ら、今後、公道実証実験を重ね、走行の安全性や社会受容性を見極める必要が

あるとの指摘がある。 

これらを踏まえ、隊列走行の台数については、今後の技術開発の方向性や他

の交通主体に与える影響等を踏まえて検討する必要がある。 

○ 走行すべき車線について 

現行法上、重被牽引車32を牽引している牽引自動車は、車両通行帯の設けら

れた自動車専用道路（道路標識等により指定された区間に限る。）の本線車道

を走行する場合には、第１車両通行帯を通行しなければならず、また、高速自

動車国道の本線車道を走行する場合には、通行区分指定の標識がある場合を除

                                                        
31 牽引するための構造及び装置を有し、かつ、牽引されるための構造及び装置を有する車両を牽引する自動車。 
32 牽引されるための構造及び装置を有する車両で車両総重量が 750 キログラムを超えるもの。 
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き、第１車両通行帯を通行しなければならないとされている（道路交通法第

75 条の８の２）。 

隊列走行を安全に実施するためには、専用レーン又は優先レーンを設けるこ

とが望ましいとの指摘がある。 

また、隊列走行の車両が合分流を行うとき又は隊列走行の車両が合分流地点

において第１車両通行帯を走行するとき、隊列の全長が長いことから、他の交

通主体との間で危険が生じるおそれがあるところ、これを解消するため、第１

車両通行帯のみならず、第２車両通行帯33や第３車両通行帯34を走行できるよう

にするべきであるとの指摘がある一方、隊列走行が車線変更をする際に危険が

生じる可能性があるとの指摘や、現状においては、２の車両通行帯が設けられ

ている場合には第２車両通行帯が、３以上の車両通行帯が設けられている場合

にはその最も右側の車両通行帯が、追越し用の車線として使用されており、高

速で通行する車両が多いため、かえって危険が生じるのではないかとの指摘も

ある。 

これらを踏まえ、走行すべき車線については、具体的な技術の開発状況、想

定される運用方法等を踏まえた上で、更に検討する必要がある。 

○ 合分流時等における周囲の他の交通主体に係る義務や注意事項について 

車列の台数が３台になると、車列の全長が現状のトレーラーよりも長くなり、

現在の交通環境下では想定されていないものとなることから、高速自動車国道

の本線車道の第１車両通行帯を走行する場合、合分流時等において、他の交通

主体への周知・注意喚起等が必要となるとの指摘があるところ、具体的な技術

の開発状況を踏まえながら、走行すべき車線等の議論と並行して検討する必要

がある。 

○ 先頭車両の運転者に係る義務について 

隊列走行の先頭車両の運転者には、全車両の運転者として、それらの車両の

挙動や、後続車両の後方を含む周囲の状況を確認しながら安全に運転すること

が求められるとの指摘があるところ、先頭車両の運転者に係る義務について、

技術開発の方向性に即して更に検討する必要がある。 

○ 運転免許制度等の在り方について 

隊列走行の先頭車両の運転者には、全車両の運転者として、それらの車両の

挙動や、後続車両の後方を含む周囲の状況を確認しながら安全に運転すること

が求められるところ、隊列走行に係る技術の進展やインフラ整備の状況等も踏

まえつつ、当該運転者にどのような技能・知識・適性が必要かを検討した上で、

現状の自動車の種類に応じた運転免許で担保できるかどうかについて検討し、

必要に応じて新たな免許や講習を受けさせるべきとの指摘がある。また、現行

法上、重被牽引車を牽引する場合には、牽引免許を受けなければならないとさ

れている（道路交通法第 85 条）ところ、隊列走行は現行の牽引とはその性質

                                                        
33 本線車道の左端端から数えて２番目の車両通行帯を指す。 
34 本線車道の左橋端から数えて３番目の車両通行帯を指す。 
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を異にするものであり、その挙動も異なることから、隊列走行の運転に当たっ

て牽引免許は不要ではないかとの指摘がある。 

これらを踏まえ、具体的な技術開発の方向性に即して、隊列走行の運転に係

る運転免許制度等の在り方について更に検討する必要がある。 

○ 連結が途切れた場合・後続車に不測の事態が発生した場合の対応について 

現行の牽引における連結装置は、「堅ろうで運行に十分耐え、かつ、牽
けん

引自

動車と被牽
けん

引自動車とを相互に確実に結合するもの」（道路運送車両の保安基

準（昭和 26 年運輸省令第 67 号）第 19 条）であるところ、牽引に準じたもの

として考えられる電子連結が途切れることは原則として想定されないが、万が

一電子連結が途切れた場合には、後続車両が自動的に安全な方法によって十分

な幅員のある路肩等の安全な場所に停止できるようなシステムである必要があ

るとの指摘がある。また、隊列走行中の不測の事態としては、他の車両との衝

突、通信の切断、タイヤのパンク、システムのシャットダウン等が考えられる

との指摘がある。 

後続無人隊列走行においては後続車両に運転者が乗車しないこととなるため、

隊列から離脱した後続車両の安全な停止の方法、停車時の安全確保措置、再発

進させるための体制等について、更に検討する必要がある。 

(3) その他 

３(1)のとおり、電子連結による隊列走行を牽引に準じたものと仮定して検討

を行ったが、自動運転の段階的実現に向けた課題等に関するヒアリングの結果

（第２章参照）のとおり、今後、通信に係る技術的な安定性・信頼性を検証する

必要があるとの指摘があることも踏まえると、技術開発の方向性によっては、隊

列走行を一単位の車列として扱うのではなく、３(2)のように各車両を別々の車

両と捉えて扱うことも考えられるところ、今後、技術の開発状況を踏まえながら、

次の論点について検討を深化させる必要がある。 

○ 車間距離について 

現行法上、「車両等は、同一の進路を進行している他の車両等の直後を進行

するときは、その直前の車両等が急に停止したときにおいてもこれに追突する

のを避けることができるため必要な距離を、これから保たなければならない」

（道路交通法第 26 条）と定められているところ、具体的な技術や走行環境等

に即して適切な車間距離を検討する必要がある。 

○ セカンダリアクティビティについて 

後続車両に乗車する運転者が SAE レベル３以上の自動運転システムを使用し

て走行中にセカンダリアクティビティが許容されることとなった場合、隊列走

行中にどのようなセカンダリアクティビティが許容されるかという論点がある

ところ、今後、具体的な技術や走行環境等に即して更に検討する必要がある。 

○ 後続無人隊列走行について 

後続車両に運転者が乗車しない形態の隊列走行を実現するためには、後続車

両が SAE レベル４以上の自動運転システムにより走行する必要があると考えら
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れるところ、技術開発の方向性、自動運転と国際条約との整合性等に関する国

際的議論の状況等を踏まえて更に検討する必要がある。 
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§参照条文§ 

 道路交通法（昭和三十五年法律第百五号）（抄） 

 （通則） 

第十六条 （略） 

２ この章の規定の適用については、自動車又は原動機付自転車により他の車両を牽
けん

引す

る場合における当該牽
けん

引される車両は、その牽
けん

引する自動車又は原動機付自転車の一部

とする。 

３～４ （略） 

 

 （最高速度） 

第二十二条 車両は、道路標識等によりその最高速度が指定されている道路においてはそ

の最高速度を、その他の道路においては政令で定める最高速度をこえる速度で進行して

はならない。 

２ （略） 

 

 （車間距離の保持） 

第二十六条 車両等は、同一の進路を進行している他の車両等の直後を進行するときは、

その直前の車両等が急に停止したときにおいてもこれに追突するのを避けることができ

るため必要な距離を、これから保たなければならない。 

 

 （放置違反金） 

第五十一条の四 警察署長は、警察官等に、違法駐車と認められる場合における車両（軽

車両にあつては、牽
けん

引されるための構造及び装置を有し、かつ、車両総重量（道路運送

車両法第四十条第三号の車両総重量をいう。）が七百五十キログラムを超えるもの（以

下「重被牽
けん

引車」という。）に限る。以下この条において同じ。）であつて、その運転

者がこれを離れて直ちに運転することができない状態にあるもの（以下「放置車両」と

いう。）の確認をさせ、内閣府令で定めるところにより、当該確認をした旨及び当該車

両に係る違法駐車行為をした者について第四項ただし書に規定する場合に該当しないと

きは同項本文の規定により当該車両の使用者が放置違反金の納付を命ぜられることがあ

る旨を告知する標章を当該車両の見やすい箇所に取り付けさせることができる。 

２～18 （略） 

 

 （車両等の灯火） 

第五十二条 車両等は、夜間（日没時から日出時までの時間をいう。以下この条及び第六

十三条の九第二項において同じ。）、道路にあるときは、政令で定めるところにより、
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前照灯、車幅灯、尾灯その他の灯火をつけなければならない。政令で定める場合におい

ては、夜間以外の時間にあつても、同様とする。 

２ （略） 

 

 （自動車の牽
けん

引制限） 

第五十九条 自動車の運転者は、牽
けん

引するための構造及び装置を有する自動車によつて牽
けん

引されるための構造及び装置を有する車両を牽
けん

引する場合を除き、他の車両を牽
けん

引して

はならない。ただし、故障その他の理由により自動車を牽
けん

引することがやむを得ない場

合において、政令で定めるところにより当該自動車を牽
けん

引するときは、この限りでない。 

２ 自動車の運転者は、他の車両を牽
けん

引する場合においては、大型自動二輪車、普通自動

二輪車又は小型特殊自動車によつて牽
けん

引するときは一台を超える車両を、その他の自動

車によつて牽
けん

引するときは二台を超える車両を牽
けん

引してはならず、また、牽
けん

引する自動

車の前端から牽
けん

引される車両の後端（牽
けん

引される車両が二台のときは二台目の車両の後

端）までの長さが二十五メートルを超えることとなるときは、牽
けん

引をしてはならない。

ただし、公安委員会が当該自動車について、道路を指定し、又は時間を限つて牽
けん

引の許

可をしたときは、この限りでない。 

３ 前項ただし書の規定による許可をしたときは、公安委員会は、許可証を交付しなけれ

ばならない。 

４ 前項の規定により許可証の交付を受けた自動車の運転者は、当該許可に係る牽
けん

引中、

当該許可証を携帯していなければならない。 

５ 第三項の許可証の様式その他第二項ただし書の許可の手続について必要な事項は、内

閣府令で定める。 

 

 （危険防止の措置） 

第六十一条 警察官は、第五十八条の三第一項及び第二項の規定による場合のほか、車両

等の乗車、積載又は牽
けん

引について危険を防止するため特に必要があると認めるときは、

当該車両等を停止させ、及び当該車両等の運転者に対し、危険を防止するため必要な応

急の措置をとることを命ずることができる。 

 

 （整備不良車両の運転の禁止） 

第六十二条 車両等の使用者その他車両等の装置の整備について責任を有する者又は運転

者は、その装置が道路運送車両法第三章若しくはこれに基づく命令の規定（道路運送車

両法の規定が適用されない自衛隊の使用する自動車については、自衛隊法（昭和二十九

年法律第百六十五号）第百十四条第二項の規定による防衛大臣の定め。以下同じ。）又

は軌道法第十四条若しくはこれに基づく命令の規定に定めるところに適合しないため交

通の危険を生じさせ、又は他人に迷惑を及ぼすおそれがある車両等（次条第一項におい

て「整備不良車両」という。）を運転させ、又は運転してはならない。 
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 （交通事故の場合の措置） 

第七十二条 交通事故があつたときは、当該交通事故に係る車両等の運転者その他の乗務

員（以下この節において「運転者等」という。）は、直ちに車両等の運転を停止して、

負傷者を救護し、道路における危険を防止する等必要な措置を講じなければならない。

この場合において、当該車両等の運転者（運転者が死亡し、又は負傷したためやむを得

ないときは、その他の乗務員。以下次項において同じ。）は、警察官が現場にいるとき

は当該警察官に、警察官が現場にいないときは直ちに最寄りの警察署（派出所又は駐在

所を含む。以下次項において同じ。）の警察官に当該交通事故が発生した日時及び場所、

当該交通事故における死傷者の数及び負傷者の負傷の程度並びに損壊した物及びその損

壊の程度、当該交通事故に係る車両等の積載物並びに当該交通事故について講じた措置

を報告しなければならない。 

 

 （最低速度） 

第七十五条の四 自動車は、法令の規定によりその速度を減ずる場合及び危険を防止する

ためやむを得ない場合を除き、高速自動車国道の本線車道（政令で定めるものを除く。）

においては、道路標識等により自動車の最低速度が指定されている区間にあつてはその

最低速度に、その他の区間にあつては政令で定める最低速度に達しない速度で進行して

はならない。 

 

 （横断等の禁止） 

第七十五条の五 自動車は、本線車道においては、横断し、転回し、又は後退してはなら

ない。 

 

 （本線車道に入る場合等における他の自動車との関係） 

第七十五条の六 自動車（緊急自動車を除く。）は、本線車道に入ろうとする場合（本線

車道から他の本線車道に入ろうとする場合にあつては、道路標識等により指定された本

線車道に入ろうとする場合に限る。）において、当該本線車道を通行する自動車がある

ときは、当該自動車の進行妨害をしてはならない。ただし、当該交差点において、交通

整理が行なわれているときは、この限りでない。 

２ 緊急自動車以外の自動車は、緊急自動車が本線車道に入ろうとしている場合又はその

通行している本線車道から出ようとしている場合においては、当該緊急自動車の通行を

妨げてはならない。 

 

（停車及び駐車の禁止） 

第七十五条の八 自動車（これにより牽
けん

引されるための構造及び装置を有する車両を含む。

以下この条において同じ。）は、高速自動車国道等においては、法令の規定若しくは警
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察官の命令により、又は危険を防止するため一時停止する場合のほか、停車し、又は駐

車してはならない。ただし、次の各号のいずれかに掲げる場合においては、この限りで

ない。 

一 駐車の用に供するため区画された場所において停車し、又は駐車するとき。 

二 故障その他の理由により停車し、又は駐車することがやむを得ない場合において、

停車又は駐車のため十分な幅員がある路肩又は路側帯に停車し、又は駐車するとき。 

三 乗合自動車が、その属する運行系統に係る停留所において、乗客の乗降のため停車

し、又は運行時間を調整するため駐車するとき。 

四 料金支払いのため料金徴収所において停車するとき。 

２～３ （略） 

 

 （重被牽
けん

引車を牽
けん

引する牽
けん

引自動車の通行区分） 

第七十五条の八の二 牽
けん

引するための構造及び装置を有する大型自動車、中型自動車、準

中型自動車、普通自動車又は大型特殊自動車（以下「牽
けん

引自動車」という。）で重被牽
けん

引車を牽
けん

引しているものが車両通行帯の設けられた自動車専用道路（次項に規定するも

のに限る。）又は高速自動車国道の本線車道を通行する場合における当該牽
けん

引自動車の

通行の区分については、第二十条の規定は、適用しない。この場合においては、次項か

ら第四項までの規定に定めるところによる。 

２ 前項の牽
けん

引自動車は、車両通行帯の設けられた自動車専用道路（道路標識等により指

定された区間に限る。）の本線車道においては、当該本線車道の左側端から数えて一番

目の車両通行帯を通行しなければならない。 

３ 第一項の牽
けん

引自動車は、車両通行帯の設けられた高速自動車国道の本線車道において

は、当該本線車道の左側端から数えて一番目の車両通行帯（道路標識等により通行の区

分が指定されているときは、当該通行の区分に係る車両通行帯）を通行しなければなら

ない。 

４ 第一項の牽
けん

引自動車は、第二十三条若しくは第七十五条の四の規定による自動車の最

低速度に達しない速度で進行している自動車を追い越すとき、第二十六条の二第三項の

規定によりその通行している車両通行帯をそのまま通行するとき、第四十条第二項の規

定により一時進路を譲るとき、又は道路の状況その他の事情によりやむを得ないときは、

前二項の規定によらないことができる。この場合において、追越しをするときは、その

通行している車両通行帯の直近の右側の車両通行帯を通行しなければならない。 

 

 （自動車の運転者の遵守事項） 

第七十五条の十 自動車の運転者は、高速自動車国道等において自動車を運転しようとす

るときは、あらかじめ、燃料、冷却水若しくは原動機のオイルの量又は貨物の積載の状

態を点検し、必要がある場合においては、高速自動車国道等において燃料、冷却水若し

くは原動機のオイルの量の不足のため当該自動車を運転することができなくなること又



 

88 

は積載している物を転落させ、若しくは飛散させることを防止するための措置を講じな

ければならない。 

 

 （故障等の場合の措置） 

第七十五条の十一 自動車の運転者は、故障その他の理由により本線車道若しくはこれに

接する加速車線、減速車線若しくは登坂車線（以下「本線車道等」という。）又はこれ

らに接する路肩若しくは路側帯において当該自動車を運転することができなくなつたと

きは、政令で定めるところにより、当該自動車が故障その他の理由により停止している

ものであることを表示しなければならない。 

２ 自動車の運転者は、故障その他の理由により本線車道等において運転することができ

なくなつたときは、速やかに当該自動車を本線車道等以外の場所に移動するため必要な

措置を講じなければならない。 

 

 （第一種免許） 

第八十五条 （略） 

２ （略） 

３ 牽
けん

引自動車によつて重被牽
けん

引車を牽
けん

引して当該牽
けん

引自動車を運転しようとする者は、

当該牽
けん

引自動車に係る免許（仮免許を除く。）のほか、牽
けん

引免許を受けなければならな

い。 

４ 牽
けん

引免許を受けた者で、大型免許、中型免許、準中型免許、普通免許、大型特殊免許、

大型第二種免許、中型第二種免許、普通第二種免許又は大型特殊第二種免許を現に受け

ているものは、これらの免許によつて運転することができる牽
けん

引自動車によつて重被牽
けん

引車を牽
けん

引して当該牽
けん

引自動車を運転することができる。 

５～10 （略） 

11  第一種免許を受けた者は、第二項の規定により運転することができる自動車又は第四

項の規定により牽
けん

引自動車によつて重被牽
けん

引車を牽
けん

引して当該牽
けん

引自動車を運転するこ

とができる場合における当該重被牽
けん

引車が旅客自動車運送事業の用に供される自動車

（以下「旅客自動車」という。）又は旅客自動車運送事業の用に供される重被牽
けん

引車

（以下「旅客用車両」という。）であるときは、第二項及び第四項の規定にかかわらず、

旅客自動車運送事業に係る旅客を運送する目的で、当該旅客自動車を運転し、又は牽
けん

引

自動車によつて当該旅客用車両を牽
けん

引して当該牽
けん

引自動車を運転することはできない。 

12 （略） 

 

 （第二種免許） 

第八十六条 （略） 

２ （略） 
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３ 牽
けん

引自動車によつて旅客用車両を旅客自動車運送事業に係る旅客を運送する目的で牽
けん

引して当該牽
けん

引自動車を運転しようとする者は、当該牽
けん

引自動車に係る免許（仮免許を

除く。）のほか、牽
けん

引第二種免許を受けなければならない。 

４ 牽
けん

引第二種免許を受けた者で、大型免許、中型免許、準中型免許、普通免許、大型特

殊免許、大型第二種免許、中型第二種免許、普通第二種免許又は大型特殊第二種免許を

現に受けているものは、これらの免許によつて運転することができる牽
けん

引自動車によつ

て旅客用車両を旅客自動車運送事業に係る旅客を運送する目的で牽
けん

引して当該牽
けん

引自動

車を運転することができるほか、これらの免許によつて運転することができる牽
けん

引自動

車によつて重被牽
けん

引車を牽
けん

引して当該牽
けん

引自動車を運転することができる。 

５～６ （略） 

 

 道路交通法施行令（昭和三十五年政令第二百七十号）（抄） 

 （最高速度） 

第十一条 法第二十二条第一項の政令で定める最高速度（以下この条、次条及び第二十七

条において「最高速度」という。）のうち、自動車及び原動機付自転車が高速自動車国

道の本線車道（第二十七条の二に規定する本線車道を除く。次条第三項において同じ。）

以外の道路を通行する場合の最高速度は、自動車にあつては六十キロメートル毎時、原

動機付自転車にあつては三十キロメートル毎時とする。 

 

 （最高速度の特例） 

第十二条 自動車（内閣府令で定める大きさ以下の原動機を有する普通自動二輪車を除

く。）が他の車両を牽
けん

引して道路を通行する場合（牽
けん

引するための構造及び装置を有す

る自動車によつて牽
けん

引されるための構造及び装置を有する車両を牽
けん

引する場合を除く。）

の最高速度は、前条及び第二十七条第一項の規定にかかわらず、次に定めるとおりとす

る。 

  一 車両総重量（道路運送車両法（昭和二十六年法律第百八十五号）第四十条第三号に

掲げる車両総重量をいう。以下同じ。）が二千キログラム以下の車両をその車両の車

両総重量の三倍以上の車両総重量の自動車で牽
けん

引する場合 四十キロメートル毎時 

  二 前号に掲げる場合以外の場合 三十キロメートル毎時 

２ 前項の内閣府令で定める大きさ以下の原動機を有する普通自動二輪車又は原動機付自

転車が他の車両を牽
けん

引して道路を通行する場合の最高速度は、前条の規定にかかわらず、

二十五キロメートル毎時とする。 

３ 法第三十九条第一項の緊急自動車が高速自動車国道の本線車道以外の道路を通行する

場合の最高速度は、前条並びに第一項及び前項の規定にかかわらず、八十キロメートル

毎時とする。 

 

 （道路にある場合の灯火） 
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第十八条 （略） 

２ （略） 

３ 車両等は、次の各号に掲げる場合においては、第一項の規定にかかわらず、それぞれ

当該各号に掲げる灯火をつけることを要しない。 

  一 他の車両を牽
けん

引する場合 尾灯及び番号灯 

  二 他の車両に牽
けん

引される場合 前照灯 

 

 （故障自動車の牽
けん

引） 

第二十五条 法第五十九条第一項ただし書の規定により自動車を牽
けん

引するときは、次の各

号に定める方法によらなければならない。 

  一 牽
けん

引される自動車（以下この条において「故障自動車」という。）の前輪又は後輪

を上げて牽
けん

引する場合にあつては、クレーンその他のつり上げ装置若しくは堅ろうな

ロープ、鎖等（以下この条において「ロープ等」という。）により故障自動車をつり

上げて牽
けん

引するか、又は牽
けん

引する自動車の後端（牽
けん

引する自動車に牽
けん

引するための用

具で内閣府令で定める基準に適合する構造及び装置を有するものを取り付けた場合に

おける当該用具を含む。）に故障自動車の前部若しくは後部を載せ、かつ、その載せ

た部分を堅ろうなロープ等で固縛して牽
けん

引すること。この場合において、故障自動車

のかじ取り車輪以外の車輪を上げるときは、かじ取り車輪がその故障自動車の中心線

に平行になつているようにハンドルを固定しておくこと。 

  二 故障自動車の車輪を上げないで牽
けん

引する場合にあつては、次に定めるところにより

牽
けん

引すること。 

    イ 牽
けん

引する自動車と故障自動車相互を堅ろうなロープ等によつて確実につなぐこと。

二台の故障自動車を牽
けん

引する場合における故障自動車相互についても、同様とする。 

    ロ その故障自動車に係る運転免許を受けた者又は国際運転免許証若しくは外国運転

免許証（以下「国際運転免許証等」という。）を所持する者を故障自動車に乗車さ

せてハンドルその他の装置を操作させること。 

    ハ 牽
けん

引する自動車と故障自動車の間の距離又は二台の故障自動車を牽
けん

引する場合に

おける故障自動車相互の間の距離は、それぞれ五メートルを超えないこと。 

    ニ 故障自動車を牽
けん

引しているロープ等の見やすい箇所に〇・三メートル平方以上の

大きさの白色の布をつけること。 

 

 （最高速度） 

第二十七条 最高速度のうち、自動車が高速自動車国道の本線車道（次条に規定する本線

車道を除く。次項において同じ。）を通行する場合の最高速度は、次の各号に掲げる自

動車の区分に従い、それぞれ当該各号に定めるとおりとする。 

  一 次に掲げる自動車 百キロメートル毎時 
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    イ 大型自動車（三輪のもの並びに牽
けん

引するための構造及び装置を有し、かつ、牽
けん

引

されるための構造及び装置を有する車両を牽
けん

引するものを除く。）のうち専ら人を

運搬する構造のもの 

    ロ 中型自動車（三輪のもの並びに牽
けん

引するための構造及び装置を有し、かつ、牽
けん

引

されるための構造及び装置を有する車両を牽
けん

引するものを除く。）のうち、専ら人

を運搬する構造のもの又は車両総重量が八千キログラム未満、最大積載重量が五千

キログラム未満及び乗車定員が十人以下のもの 

    ハ 準中型自動車（三輪のもの並びに牽
けん

引するための構造及び装置を有し、かつ、牽
けん

引されるための構造及び装置を有する車両を牽
けん

引するものを除く。） 

    ニ 普通自動車（三輪のもの並びに牽
けん

引するための構造及び装置を有し、かつ、牽
けん

引

されるための構造及び装置を有する車両を牽
けん

引するものを除く。） 

    ホ 大型自動二輪車 

    ヘ 普通自動二輪車 

  二 前号イからヘまでに掲げる自動車以外の自動車 八十キロメートル毎時 

２ 法第三十九条第一項の緊急自動車が高速自動車国道の本線車道を通行する場合の最高

速度は、第十二条第一項及び前項の規定にかかわらず、百キロメートル毎時とする。 

 

 （高速自動車国道における交通方法の特例に係る最低速度を定めない本線車道） 

第二十七条の二 法第七十五条の四の政令で定めるものは、往復の方向にする通行が行わ

れている本線車道で、本線車線が道路の構造上往復の方向別に分離されていないものと

する。 

 

 （最低速度） 

第二十七条の三 法第七十五条の四の政令で定める最低速度は、五十キロメートル毎時と

する。 

 

 （自動車を運転することができなくなつた場合における表示の方法） 

第二十七条の六 法第七十五条の十一第一項の規定による表示は、次の各号に掲げる区分

に従い、それぞれ当該各号に定める停止表示器材を、後方から進行してくる自動車の運

転者が見やすい位置に置いて行うものとする。 

  一 夜間 内閣府令で定める基準に適合する夜間用停止表示器材 

  二 夜間以外の時間 内閣府令で定める基準に適合する昼間用停止表示器材（当該自動

車が停止している場所がトンネルの中その他視界が二百メートル以下である場所であ

るときは、前号に定める夜間用停止表示器材） 
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第３節 自動運転の段階的実現に向けたその他の課題 

第１節及び第２節において整理した課題のほか、交通の安全と円滑を図る観点から自

動運転の実現に向けた環境の整備を図るために検討するべき課題として、次のものが挙

げられた。 

１ SAE レベル３以上の遠隔型自動運転システムの実用化に向けた課題について 

遠隔型自動運転システムを用いて公道において自動車を走行させる実証実験につ

いては、平成 29 年６月に、警察庁が、道路交通法第 77 条の道路使用許可を受けて

実施することができる許可対象行為とし、「遠隔型自動運転システムの公道実証実

験に係る道路使用許可の申請に対する取扱いの基準」を策定・公表したことを受け、

全国の都道府県公安委員会規則が改正されたことにより、日本全国において実施可

能となり、各地において公道実証実験が行われている35。 

自動運転の段階的実現に向けた課題等に関するヒアリングの結果（第２章参照）

のとおり、SAE レベル４の遠隔型自動運転システムの実用化を目指して技術開発を

行っているメーカーが存在するところ、平成 28 年度警察庁委託事業「自動運転の

段階的実現に向けた調査研究」の報告書では、遠隔型自動運転システムの実用化に

向けた課題として、運転免許制度等、刑事上の責任等及び遠隔側の管理体制36が挙

げられており、引き続き、これらの課題について、具体的なサービスの形態、具体

的な技術開発の方向性及び公道実証実験の状況を確認しながら、また、SAE レベル

３以上の遠隔型自動運転システムについては国際条約との整合性等についての国際

的議論、第１節の議論等を踏まえ、更に検討する必要がある。 

 

２ 自動運転に関する社会受容性の醸成 

自動運転の段階的実現に向けた課題等に関するヒアリングの結果（第２章参照）

のとおり、各メーカーにおいて開発している自動運転システムは、その機能や特徴

が異なるものであるところ、今後、ユーザーに対してそれぞれの機能に関する利用

方法やその効用、限界等について正しい理解を促すとともに、自動運転システムを

使用して公道を走行する場合には、他の交通主体との間で不都合が生じる場合があ

り得るため、自動運転システムを利用しない者に対しても、どのような技術が利用

されているかを周知することを通じて、社会受容性を醸成することが重要である。

また、自動運転システムを搭載した車両も事故を起こすことを想定し、事故の回避

策や被害者の救済策・支援策を検討するとともに、刑事上の責任、民事上の責任及

び行政法規上の義務の在り方について検討していく必要がある。 

                                                        
35 これまでに行われた遠隔型自動運転システムの公道実証実験は以下のとおり（平成 30 年３月 16 日現在）。 
○ 平成 29 年 12 月 14 日、愛知県、アイサンテクノロジー株式会社等が愛知県幸田町において公道実証実験を実施 
○ 平成 29 年 12 月 14 日、株式会社 ZMP が東京都江東区において公道実証実験を実施 
○ 平成 29 年 12 月 18 日・19 日、経済産業省、国土交通省、国立研究開発法人産業総合研究所等が石川県輪島市に

おいて公道実証実験を実施 
○ 平成 30 年２月５日、愛知県、アイサンテクノロジー株式会社等が愛知県春日井市において公道実証実験を実施 
○ 平成 30 年２月 22 日、愛知県、アイサンテクノロジー株式会社等が愛知県名古屋市において公道実証実験を実施 
○ 平成 30 年２月 25 日、SB ドライブ株式会社等が東京都大田区において公道実証実験を実施 
○ 平成 30 年３月 13 日～15 日、経済産業省、国土交通省、国立研究開発法人産業総合研究所等が石川県輪島市にお

いて公道実証実験を実施 
36 遠隔において監視・操作を行うための施設の所在と車両の走行場所の関係の在り方、装置の仕様や設置の在り方、
通信の遅延等の緊急時への対応を考慮した人員配置等の遠隔型の管理体制の在り方等 
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